
 

 

令和４年度第１回個人住民税検討会 

 

 

日時：令和４年７月 15日(金)15：00～  

場所：総務省 低層棟１０１会議室 

 

 

１ 開 会 

 

 

２ 議 題 

 

（１）個人住民税における金融所得課税について 

 

 （２）個人住民税における二地域居住の論点について 

 

 

３ 閉 会 
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資料２ 令和４年度個人住民税検討会委員名簿 

資料３ 個人住民税における金融所得課税について 

 資料４ 個人住民税における二地域居住の論点について 



令和４年度個人住民税検討会 開催要綱 

 

 

１．趣   旨 

個人住民税は、様々な行政サービスの実施主体である地方団体が課税主体となって、

受益者である住民に広く課税するものである。 

こうした特性を有する個人住民税に関し、経済社会情勢の変化や政府・与党におけ

る税制の議論を踏まえ、今後の個人住民税のあり方や制度的・実務的な課題について、

幅広く検討するために本検討会を開催する。 

 

２．名   称 

本検討会の名称は、「個人住民税検討会」（以下「検討会」という。）とする。 

 

３．検 討 項 目 

これまでの個人住民税の主な改正を踏まえ、今後の中長期的な課題（現年課税化等） 

の分析や委員等からの事例発表を交えながら議論する。 

 

４．委   員 

別紙のとおり。 

 

５．座   長 

（１）検討会には、座長を置く。 

（２）座長は、会務を総理する。 

（３）座長に事故があるときは、あらかじめ座長が指名する者がその職務を代理する。 

 

６．議   事 

（１）検討会の会議は、座長が招集する。 

（２）座長は、必要があると認めるときは有識者に会議への出席を求め、会議におい

てその意見を聞くことができる。 

 

７．そ の 他 

（１）検討会の庶務は、総務省自治税務局市町村税課が行う。 

（２）この要綱に定めるもののほか、検討会の運営その他検討会に関し必要な事項は

座長が別に定める。 

（３）検討会は、公開しないが、検討会終了後、配付資料を公表するとともに、必要

に応じブリーフィングを行う。また、速やかに研究会の議事概要を作成し、これ

を公表するものとする。 

資料１ 



令和４年度個人住民税検討会委員名簿（敬称略・五十音順） 

 

石
いし

 田
だ

 和
かず

 之
ゆき

     関西大学商学部教授 

板
いた

 橋
ばし

 正
まさ

 明
あき

     座間市企画財政部市民税課長 

江
え

 口
ぐち

 昌
まさ

 克
かつ

     横浜市財政局主税部税務課長 

小
お

 畑
ばた

 良
よし

 晴
はる

      日本経済団体連合会経済基盤本部長 

神 山
こう  やま

 弘
ひろ

 行
ゆき

     東京大学大学院法学政治学研究科教授 

齊
さい

 藤
とう

 由
ゆ

 里
り

 恵
え

   中京大学経済学部准教授 

坂
さか

 巻
まき

 綾
あや

 望
み

     東洋大学法学部教授 

宍
しし

 戸
ど

 邦
くに

 久
ひさ

     新潟大学経済科学部教授 

中
なか

 村
むら

 賢
さとし

       地方税共同機構審議役兼事務局長 

林
はやし

 宏
ひろ

 昭
あき

（座 長）  関西大学経済学部教授 

平
ひら

 井
い

 貴
たか

 昭
あき

     日本税理士会連合会常務理事・調査研究部長 

山
やま

 内
うち

 清
きよ

 行
ゆき

     日本商工会議所産業政策第一部長 

吉
よし

 本
もと

 高
たか

 宏
ひろ

      石川県津幡町町民生活部税務課長 
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個人住民税における金融所得課税について

自治税務局市町村税課

資料３

令和４年７月15日



利子割・配当割・株式等譲渡所得割の概要

利 子 割 配 当 割 株式等譲渡所得割

①課税主体 都道府県

②納税義務者
利子等の支払を受ける者
（都道府県内に所在する金融機関等を
通じて支払を受ける個人に限る。）

一定の上場株式等の配当等及び特定口座
外の割引債の償還金の差益金額（特定配
当等）の支払を受ける者（都道府県内に
住所を有する個人に限る。）

所得税において源泉徴収を選択した特定口座（
源泉徴収選択口座）における上場株式等の譲渡
の対価等の支払を受ける者（都道府県内に住所
を有する個人に限る。）

③課税標準 支払を受けるべき利子等の額 特定配当等の額
源泉徴収口座における上場株式等の譲渡に係る
所得等の金額（特定株式等譲渡所得金額）

④税率 ５％（所得税15％） ５％（所得税15％） ５％（所得税15％）

⑤徴収方法等

・特別徴収義
務者

利子等の支払又はその取扱いをする金
融機関

特定配当等の支払をする株式の発行会社
等又は支払を取り扱う金融証券会社等

源泉徴収口座を開設している金融証券会社等

・納入先
利子等の支払の事務等を行う営業所等
所在地の都道府県

特定配当等の支払を受ける者の支払時の
住所地の都道府県

その支払を受けるべき日の属する年の１月１日
時点の住所地の都道府県

・納入方法
その支払等の際に徴収し、徴収の翌月
の10日までに納入

その支払の際に徴収し、徴収の翌月の10
日までに納入

源泉徴収口座における上場株式等の譲渡の対価
等の支払の際に徴収し、原則として徴収の翌年
の１月10日までに納入

⑥所得割
との調整

(申告不可のため所得割との調整はな
い)

納税義務者が特定配当等、特定株式等譲渡所得金額について申告した場合には所得割で課
税し、所得割額から配当割額及び株式等譲渡所得割額を控除（特定配当等について総合課
税で申告した場合には、配当控除も適用）

⑦交付金 各収入額から徴税費相当額（１％）を控除した後の金額の５分の３を市町村へ交付

⑧税収 ３２５億円（R２年度決算額） １，５２２億円（R２年度決算額） １，７６３億円（R２年度決算額）

＊ 平成22年1月1日より、源泉徴収口座内における上場株式等の譲渡損失と配当との損益通算が可能となり、当該配当に係る配当割については、
翌年の１月10日までに、当該配当の支払を受けるべき日の属する年の1月1日時点の住所地の都道府県に対して納入することとされた。

＊ 平成25年度改正により公社債等に係る課税方式の変更及び金融商品間の損益通算範囲の拡大等を行っている。なお、改正後の制度は平成28
年以後に適用される。

＊ 平成25年度改正により法人に係る利子割を廃止し、併せて法人税割額からの利子割の控除を廃止することとしている。なお、改正後の制度は平
成28年以後に適用される。 1



利 子：５％分離※1

譲渡益： ５％分離

５％分離※２

住所地課税
（源泉徴収は都道府県）

住所地課税

配 当：10％総合
譲渡益：５％分離

※１ 公社債等の償還差益は譲渡益とみなされる
※２ 上場株式等の配当については総合課税（１０％）も選択可
※３ 上場株式等の譲渡損益に係る源泉徴収は源泉徴収選択口座内のみ。その他は申告義務あり
※４ その他の金融資産の収益・譲渡損益については、10%総合課税（源泉徴収なし・申告義務あり）

利 子：源泉徴収あり（利子割）

申告不可
譲渡益：源泉徴収なし

申告義務あり

源泉徴収なし
申告義務あり

配 当

譲渡損益

【上場株式等】 【非上場株式】

配 当

譲渡損益

【特定公社債等】

利 子

税率
・

課税
方式

課税地

源泉
徴収

・
申告

源泉徴収あり
配 当：配当割

譲渡益：株式等譲渡所得割

申告任意※３

損益通算可能

【預貯金等】

利 子

【先物取引】

譲渡損益

５％分離

住所地課税

源泉徴収なし
申告義務あり

譲渡損益

【一般公社債等】

利 子

譲渡損益

利 子：利子支払等金融機関
所在都道府県課税

譲渡益：住所地課税

個人住民税における金融所得に対する課税について
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S46

利
子

・総合
・源泉分離選択可

所：20%、住：非課税
（段階的に引き上げられ、
S53～:35%） ※定期預金等

・申告不要（源泉徴収のみ）

所：15%、住：非課税
（S53～:20%） ※要求払預金等

（S63）
・源泉分離

所：15%、住：5%

配
当

・総合
・源泉分離選択可

（1銘柄年50万円未満等）
所：20% ※住は総合
（段階的に引き上げられ、
S53～:35%）

・申告不要（源泉徴収のみ）

（1銘柄年5万円以下等）
（S49：5万円→10万円）

所：15%、住：非課税
（S53～:20%）

（H15・H16）
＜上場（大口株主を除く）＞
・総合
・申告不要（源泉徴収のみ）

所：15%、住：5%
※ H25まで所7%、住3%に軽減

＜非上場＞
・総合
・申告不要（源泉徴収のみ）

（少額配当のみ）
所：20% ※住は総合

株
式
譲
渡
益

原則非課税

※ 有価証券取引税(国税)
（S28～H11）

（H元）
・申告分離

所：20%、住：6%
・源泉分離選択可（上場）

（みなし利益方式）
※譲渡代金×5%を所得と
みなし、源泉徴収

所：20%、住：非課税
（H8：5%→5.25%）

（H15）
・申告分離

所：15%、住：5%
※ 上場はH25まで所7%、住3%に軽減
※ 非上場はH15のみ所20%、住6%

＜源泉徴収選択口座＞
・申告分離
・申告不要（源泉徴収のみ）

所：15%、住：5%
※ H25まで所7%、住3%に軽減
※ H15は所のみ7%

住は翌年度所得割で3%分離課税

金融所得課税に係るこれまでの税制改正について

※H28年より法人に係る利子割
を廃止

※S63：「少額貯蓄非課税制度」を「老人等少額貯蓄非課税制度」に改組

H14：「老人等少額貯蓄非課税制度」を「障害者等少額貯蓄非課税制度」に改組

※H26年：NISA創設

H28年：ジュニアNISA創設

H30年：積立NISA創設

S63（利子割創設）
H元（株式譲渡益に対する課税） H15・H16（配当割・株譲割創設）
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・総合
・申告不要（源泉徴収のみ）

・申告分離
所：15%、住：5%
※ H25まで所7%、住3%に軽減

H28H21

上場株式等の配当
と譲渡損失の損益
通算

・公社債等の課税方式の
変更

・特定公社債等の利子と
譲渡損失の損益通算
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最大／最小：２．２倍 最大／最小：５．４倍 最大／最小：２．３倍最大／最小：２．５倍 最大／最小：１．２倍

人口一人当たりの税収額の指数（令和２年度決算額）
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個人住民税における人口一人当たりの税収額の指数（令和２年度決算額）

※上段の「最大／最小」は、各都道府県ごとの人口１人当たり税収額の最大値を最小値で割った数値であり、下段の数値は、税目ごとの税収総額である。
※ 令和２年度の決算額をもとに作成
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所得割

３，２２８億円 １２６,６７３億円

最大／最小：１．２倍 最大／最小：２．６倍

株式等譲渡所得割
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最大／最小：８．６倍
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★【完成】通常版（譲与税含まない）



		令和２年度 レイワ ネンド																		 

		都道府県 トドウフケン		均等割 キントウワ		所得割 ショトクワリ		利子割 リシ ワリ		配当割 ハイトウ ワリ		株譲割 カブ ジョウ ワリ



		北海道		95.4		80.1		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		青森県		93.6		64.8		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		岩手県		97.6		71.2		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		宮城県		100.4		86.6		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		秋田県		94.4		63.6		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		山形県		100.3		71.4		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		福島県		96.3		77.8		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		茨城県		99.8		89.4		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		栃木県		103.1		89.5		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		群馬県		101.8		86.0		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		埼玉県		103.3		104.3		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		千葉県		103.3		108.5		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		東京都		109.6		164.5		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		神奈川県		104.0		125.3		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		新潟県		101.8		75.9		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		富山県		107.4		88.2		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		石川県		104.9		89.5		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		福井県		106.2		88.2		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		山梨県		107.4		84.9		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		長野県		106.4		82.3		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		岐阜県		102.0		86.6		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		静岡県		105.6		95.1		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		愛知県		102.0		112.9		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		三重県		100.9		90.5		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		滋賀県		100.8		91.5		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		京都府		91.8		93.7		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		大阪府		93.9		95.7		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		兵庫県		95.5		97.7		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		奈良県		93.0		87.5		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		和歌山県		92.3		73.2		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		鳥取県		99.1		69.1		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		島根県		99.5		72.5		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		岡山県		97.9		81.9		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		広島県		98.3		92.5		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		山口県		96.8		79.3		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		徳島県		92.3		74.6		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		香川県		99.3		81.5		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		愛媛県		91.8		72.4		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		高知県		93.6		70.2		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		福岡県		94.1		85.1		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		佐賀県		97.5		70.6		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		長崎県		91.9		68.4		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		熊本県		93.4		70.7		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		大分県		92.8		70.8		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		宮崎県		91.4		65.3		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		鹿児島県		89.4		65.2		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		沖縄県		87.8		69.5		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		全国 ゼンコク		100.0		100.0		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!



		最大 サイダイ		東京都		東京都		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		最小 サイショウ		沖縄県		秋田県		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		最大/最小 サイダイ サイショウ		1.2		2.6		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		税収(兆円) ゼイシュウ チョウ エン		0.3		12.7		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!



		税収(百万円) ゼイシュウ ヒャクマン エン		322,844		12,667,263		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!



均等割	











北海道	青森県	岩手県	宮城県	秋田県	山形県	福島県	茨城県	栃木県	群馬県	埼玉県	千葉県	東京都	神奈川県	新潟県	富山県	石川県	福井県	山梨県	長野県	岐阜県	静岡県	愛知県	三重県	滋賀県	京都府	大阪府	兵庫県	奈良県	和歌山県	鳥取県	島根県	岡山県	広島県	山口県	徳島県	香川県	愛媛県	高知県	福岡県	佐賀県	長崎県	熊本県	大分県	宮崎県	鹿児島県	沖縄県	全国	95.4	93.6	97.6	100.4	94.4	100.3	96.3	99.8	103.1	101.8	103.3	103.3	109.6	104	101.8	107.4	104.9	106.2	107.4	106.4	102	105.6	102	100.9	100.8	91.8	93.9	95.5	93	92.3	99.1	99.5	97.9	98.3	96.8	92.3	99.3	91.8	93.6	94.1	97.5	91.9	93.4	92.8	91.4	89.4	87.8	100	



所得割	









北海道	青森県	岩手県	宮城県	秋田県	山形県	福島県	茨城県	栃木県	群馬県	埼玉県	千葉県	東京都	神奈川県	新潟県	富山県	石川県	福井県	山梨県	長野県	岐阜県	静岡県	愛知県	三重県	滋賀県	京都府	大阪府	兵庫県	奈良県	和歌山県	鳥取県	島根県	岡山県	広島県	山口県	徳島県	香川県	愛媛県	高知県	福岡県	佐賀県	長崎県	熊本県	大分県	宮崎県	鹿児島県	沖縄県	全国	80.099999999999994	64.8	71.2	86.6	63.6	71.400000000000006	77.8	89.4	89.5	86	104.3	108.5	164.5	125.3	75.900000000000006	88.2	89.5	88.2	84.9	82.3	86.6	95.1	112.9	90.5	91.5	93.7	95.7	97.7	87.5	73.2	69.099999999999994	72.5	81.900000000000006	92.5	79.3	74.599999999999994	81.5	72.400000000000006	70.2	85.1	70.599999999999994	68.400000000000006	70.7	70.8	65.3	65.2	69.5	100	



均等割

個人住民税における人口一人当たりの税収額の指数（令和２年度決算額）

※上段の「最大／最小」は、各都道府県ごとの人口１人当たり税収額の最大値を最小値で割った数値であり、下段の数値は、税目ごとの税収総額である。

所得割

最大／最小：１．２倍

最大／最小：２．６倍



【均等割】

		令和２年度個人住民税 レイワ ネンド ド コジン ジュウミンゼイ														令和２年度個人住民税

				税目 ゼイモク		住民基本台帳人口		人口１人当たりの税額				全国に占める ゼンコク シ				都 道 府 県								超過分 チョウカブン						個人住民税 コジン ジュウミンゼイ		単位変更 タンイ ヘンコウ

		都 道 府 県		均等割 キントウワ		R2.1.1現在		均等割				割合 ワリアイ						都道府県税 トドウフケン ゼイ		市町村税 シチョウソン ゼイ		合計① ゴウケイ

島川　岬(016172): 滞納繰越分含む合計		都道府県税 トドウフケン ゼイ		市町村税 シチョウソン ゼイ		合計② ゴウケイ		（超過分を除く） チョウカブン ノゾ

				(百万円)				税額(円)		指　数								個人均等割 コジン キントウワリ		個人均等割 コジン キントウワリ				個人均等割 コジン キントウワリ		個人均等割 コジン キントウワリ				①－②(千円） センエン		(百万円） ヒャクマン エン

		北海道		12,762		5,267,762		2,423		95.4		4.0%				北海道		3,836,978		8,925,487		12,762,465		0		0		0		12,762,465		12,762

		青森県		3,032		1,275,783		2,377		93.6		0.9%				青森県		911,621		2,120,803		3,032,424		0		0		0		3,032,424		3,032

		岩手県		3,061		1,235,517		2,477		97.6		0.9%				岩手県		1,536,154		2,132,856		3,669,010		608,166		0		608,166		3,060,844		3,061

		宮城県		5,840		2,292,385		2,548		100.4		1.8%				宮城県		3,196,539		4,006,879		7,203,418		1,363,338		0		1,363,338		5,840,080		5,840

		秋田県		2,362		985,416		2,397		94.4		0.7%				秋田県		1,090,311		1,660,034		2,750,345		387,998		0		387,998		2,362,347		2,362

		山形県		2,757		1,082,296		2,547		100.3		0.9%				山形県		1,376,982		1,929,501		3,306,483		548,276		1,693		549,969		2,756,514		2,757

		福島県		4,604		1,881,981		2,446		96.3		1.4%				福島県		2,337,957		3,207,716		5,545,673		941,753		0		941,753		4,603,920		4,604

		茨城県		7,406		2,921,436		2,535		99.8		2.3%				茨城県		3,713,259		5,205,812		8,919,071		1,512,697		0		1,512,697		7,406,374		7,406

		栃木県		5,144		1,965,516		2,617		103.1		1.6%				栃木県		2,267,015		3,590,329		5,857,344		713,244		0		713,244		5,144,100		5,144

		群馬県		5,088		1,969,439		2,584		101.8		1.6%				群馬県		2,240,656		3,553,380		5,794,036		705,700		0		705,700		5,088,336		5,088

		埼玉県		19,375		7,390,054		2,622		103.3		6.0%				埼玉県		5,818,164		13,556,886		19,375,050		0		0		0		19,375,050		19,375

		千葉県		16,573		6,319,772		2,622		103.3		5.1%				千葉県		5,045,587		11,527,598		16,573,185		0		0		0		16,573,185		16,573

		東京都		38,500		13,834,925		2,783		109.6		11.9%				東京都		11,588,677		26,910,858		38,499,535		0		0		0		38,499,535		38,500

		神奈川県		24,322		9,209,442		2,641		104.0		7.5%				神奈川県		8,811,507		18,735,534		27,547,041		1,456,933		1,768,406		3,225,339		24,321,702		24,322

		新潟県		5,778		2,236,042		2,584		101.8		1.8%				新潟県		1,714,360		4,063,545		5,777,905		0		0		0		5,777,905		5,778

		富山県		2,881		1,055,999		2,728		107.4		0.9%				富山県		1,148,352		2,019,451		3,167,803		287,229		0		287,229		2,880,574		2,881

		石川県		3,035		1,139,612		2,663		104.9		0.9%				石川県		1,214,951		2,119,852		3,334,803		300,042		0		300,042		3,034,761		3,035

		福井県		2,104		780,053		2,697		106.2		0.7%				福井県		632,768		1,471,229		2,103,997		0		0		0		2,103,997		2,104

		山梨県		2,255		826,579		2,728		107.4		0.7%				山梨県		901,249		1,579,291		2,480,540		225,270		0		225,270		2,255,270		2,255

		長野県		5,637		2,087,307		2,701		106.4		1.7%				長野県		2,247,349		3,950,668		6,198,017		560,776		0		560,776		5,637,241		5,637

		岐阜県		5,264		2,032,490		2,590		102.0		1.6%				岐阜県		2,634,109		3,671,006		6,305,115		1,041,555		0		1,041,555		5,263,560		5,264

		静岡県		9,945		3,708,556		2,682		105.6		3.1%				静岡県		3,798,596		6,963,402		10,761,998		816,528		0		816,528		9,945,470		9,945

		愛知県		19,630		7,575,530		2,591		102.0		6.1%				愛知県		7,956,140		13,671,642		21,627,782		1,998,233		0		1,998,233		19,629,549		19,630

		三重県		4,646		1,813,859		2,561		100.9		1.4%				三重県		2,314,246		3,253,730		5,567,976		921,803		0		921,803		4,646,173		4,646

		滋賀県		3,636		1,420,948		2,559		100.8		1.1%				滋賀県		1,667,640		2,544,509		4,212,149		575,892		0		575,892		3,636,257		3,636

		京都府		5,934		2,545,899		2,331		91.8		1.8%				京都府		2,506,000		4,134,886		6,640,886		706,861		0		706,861		5,934,025		5,934

		大阪府		21,106		8,849,635		2,385		93.9		6.5%				大阪府		7,634,495		14,728,343		22,362,838		1,256,873		0		1,256,873		21,105,965		21,106

		兵庫県		13,461		5,549,568		2,426		95.5		4.2%				兵庫県		6,203,115		9,681,927		15,885,042		2,135,594		288,328		2,423,922		13,461,120		13,461

		奈良県		3,198		1,353,837		2,362		93.0		1.0%				奈良県		1,268,584		2,252,578		3,521,162		323,617		0		323,617		3,197,545		3,198

		和歌山県		2,236		954,258		2,344		92.3		0.7%				和歌山県		894,259		1,565,500		2,459,759		223,386		0		223,386		2,236,373		2,236

		鳥取県		1,411		561,175		2,515		99.1		0.4%				鳥取県		564,532		984,769		1,549,301		137,940		0		137,940		1,411,361		1,411

		島根県		1,716		679,324		2,526		99.5		0.5%				島根県		685,021		1,200,989		1,886,010		170,138		0		170,138		1,715,872		1,716

		岡山県		4,732		1,903,627		2,486		97.9		1.5%				岡山県		1,891,272		3,308,623		5,199,895		468,333		0		468,333		4,731,562		4,732

		広島県		7,059		2,826,858		2,497		98.3		2.2%				広島県		2,835,754		4,922,569		7,758,323		699,239		0		699,239		7,059,084		7,059

		山口県		3,367		1,369,882		2,458		96.8		1.0%				山口県		1,345,445		2,357,096		3,702,541		335,049		0		335,049		3,367,492		3,367

		徳島県		1,741		742,505		2,344		92.3		0.5%				徳島県		529,429		1,211,160		1,740,589		0		0		0		1,740,589		1,741

		香川県		2,473		981,280		2,520		99.3		0.8%				香川県		741,306		1,731,214		2,472,520		0		0		0		2,472,520		2,473

		愛媛県		3,193		1,369,131		2,332		91.8		1.0%				愛媛県		1,399,920		2,242,851		3,642,771		450,252		0		450,252		3,192,519		3,193

		高知県		1,686		709,230		2,377		93.6		0.5%				高知県		676,037		1,178,628		1,854,665		169,092		0		169,092		1,685,573		1,686

		福岡県		12,248		5,129,841		2,388		94.1		3.8%				福岡県		4,907,143		8,558,579		13,465,722		1,218,062		0		1,218,062		12,247,660		12,248

		佐賀県		2,039		823,810		2,475		97.5		0.6%				佐賀県		818,644		1,424,046		2,242,690		203,485		0		203,485		2,039,205		2,039

		長崎県		3,151		1,350,769		2,333		91.9		1.0%				長崎県		1,262,849		2,211,624		3,474,473		323,128		0		323,128		3,151,345		3,151

		熊本県		4,198		1,769,880		2,372		93.4		1.3%				熊本県		1,714,108		2,913,860		4,627,968		430,040		0		430,040		4,197,928		4,198

		大分県		2,712		1,151,229		2,356		92.8		0.8%				大分県		1,075,918		1,904,645		2,980,563		268,332		0		268,332		2,712,231		2,712

		宮崎県		2,542		1,095,903		2,320		91.4		0.8%				宮崎県		1,019,164		1,781,698		2,800,862		258,594		0		258,594		2,542,268		2,542

		鹿児島県		3,702		1,630,146		2,271		89.4		1.1%				鹿児島県		1,492,054		2,584,269		4,076,323		374,543		0		374,543		3,701,780		3,702

		沖縄県		3,302		1,481,547		2,229		87.8		1.0%				沖縄県		997,918		2,304,361		3,302,279		0		0		0		3,302,279		3,302

		合　計		322,844		127,138,033		2,539		100.0		100.0%				合　計		122,464,134		227,556,213		350,020,347		25,117,991		2,058,427		27,176,418		322,843,929		322,844



				東京都		最大値 サイダイ チ		2,783		109.6		11.9%						122,464,134		227,556,213		350020347		25,117,991		2,058,427		27,176,418		322,843,929		322,844

				沖縄県		最小値 サイショウチ		2,229		87.8		0.4%

						最大/最小 サイダイ サイショウ		1.25		1.25		29.75						0		0		0		0		0		0		0		0

								1.2		1.2		29.8

				322,844		127,138,033

																		ERROR:#REF!		0.1182602648





【所得割】

		令和２年度個人住民税 レイワ ネンド ド コジン ジュウミンゼイ														令和２年度個人住民税

				税目 ゼイモク		住民基本台帳人口		人口１人当たりの税額				全国に占める ゼンコク シ				都 道 府 県								超過分 チョウカブン						個人住民税 コジン ジュウミンゼイ		単位変更 タンイ ヘンコウ

		都 道 府 県		所得割 ショトクワリ		R2.1.1現在		所得割				割合 ワリアイ						都道府県税 トドウフケン ゼイ		市町村税 シチョウソン ゼイ		合計① ゴウケイ		都道府県税 トドウフケン ゼイ		市町村税 シチョウソン ゼイ		合計② ゴウケイ		（超過分を除く） チョウカブン ノゾ

				(百万円)				税額(円)		指　数								個人所得割 コジン ショトクワリ		個人所得割 コジン ショトクワリ				個人所得割 コジン ショトクワリ		個人所得割 コジン ショトクワリ				①－②(千円） センエン		(百万円） ヒャクマン エン

		北海道		420,500		5,267,762		79,825		80.1		3.3%				北海道		133,568,625		286,931,544		420,500,169		0		0		0		420,500,169		420,500

		青森県		82,334		1,275,783		64,536		64.8		0.6%				青森県		32,921,176		49,412,971		82,334,147		0		0		0		82,334,147		82,334

		岩手県		87,677		1,235,517		70,964		71.2		0.7%				岩手県		35,048,075		52,628,775		87,676,850		0		0		0		87,676,850		87,677

		宮城県		197,831		2,292,385		86,299		86.6		1.6%				宮城県		56,725,101		141,106,164		197,831,265		0		0		0		197,831,265		197,831

		秋田県		62,420		985,416		63,343		63.6		0.5%				秋田県		24,968,296		37,451,346		62,419,642		0		0		0		62,419,642		62,420

		山形県		76,967		1,082,296		71,114		71.4		0.6%				山形県		30,783,545		46,183,138		76,966,683		0		0		0		76,966,683		76,967

		福島県		145,920		1,881,981		77,535		77.8		1.2%				福島県		58,342,007		87,577,713		145,919,720		0		0		0		145,919,720		145,920

		茨城県		260,187		2,921,436		89,061		89.4		2.1%				茨城県		104,049,726		156,137,701		260,187,427		0		0		0		260,187,427		260,187

		栃木県		175,241		1,965,516		89,158		89.5		1.4%				栃木県		70,072,173		105,168,796		175,240,969		0		0		0		175,240,969		175,241

		群馬県		168,817		1,969,439		85,719		86.0		1.3%				群馬県		67,501,538		101,315,925		168,817,463		0		0		0		168,817,463		168,817

		埼玉県		768,289		7,390,054		103,963		104.3		6.1%				埼玉県		274,330,481		493,958,930		768,289,411		0		0		0		768,289,411		768,289

		千葉県		683,050		6,319,772		108,081		108.5		5.4%				千葉県		249,711,473		433,338,272		683,049,745		0		0		0		683,049,745		683,050

		東京都		2,267,464		13,834,925		163,894		164.5		17.9%				東京都		907,086,897		1,360,377,089		2,267,463,986		0		0		0		2,267,463,986		2,267,464

		神奈川県		1,150,026		9,209,442		124,875		125.3		9.1%				神奈川県		304,084,499		848,801,346		1,152,885,845		2,859,898		0		2,859,898		1,150,025,947		1,150,026

		新潟県		169,035		2,236,042		75,596		75.9		1.3%				新潟県		54,199,765		114,835,544		169,035,309		0		0		0		169,035,309		169,035

		富山県		92,773		1,055,999		87,853		88.2		0.7%				富山県		37,107,699		55,665,203		92,772,902		0		0		0		92,772,902		92,773

		石川県		101,657		1,139,612		89,203		89.5		0.8%				石川県		40,663,548		60,993,771		101,657,319		0		0		0		101,657,319		101,657

		福井県		68,585		780,053		87,923		88.2		0.5%				福井県		27,423,075		41,161,690		68,584,765		0		0		0		68,584,765		68,585

		山梨県		69,902		826,579		84,568		84.9		0.6%				山梨県		27,957,259		41,944,533		69,901,792		0		0		0		69,901,792		69,902

		長野県		171,108		2,087,307		81,975		82.3		1.4%				長野県		68,424,004		102,683,972		171,107,976		0		0		0		171,107,976		171,108

		岐阜県		175,428		2,032,490		86,312		86.6		1.4%				岐阜県		70,138,412		105,289,597		175,428,009		0		0		0		175,428,009		175,428

		静岡県		351,316		3,708,556		94,731		95.1		2.8%				静岡県		110,761,954		240,554,200		351,316,154		0		0		0		351,316,154		351,316

		愛知県		852,038		7,575,530		112,472		112.9		6.7%				愛知県		285,083,779		566,954,463		852,038,242		0		0		0		852,038,242		852,038

		三重県		163,610		1,813,859		90,200		90.5		1.3%				三重県		65,466,210		98,143,663		163,609,873		0		0		0		163,609,873		163,610

		滋賀県		129,518		1,420,948		91,149		91.5		1.0%				滋賀県		51,793,045		77,725,040		129,518,085		0		0		0		129,518,085		129,518

		京都府		237,708		2,545,899		93,369		93.7		1.9%				京都府		66,461,474		171,246,786		237,708,260		0		0		0		237,708,260		237,708

		大阪府		844,180		8,849,635		95,391		95.7		6.7%				大阪府		269,149,942		575,029,778		844,179,720		0		0		0		844,179,720		844,180

		兵庫県		540,233		5,549,568		97,347		97.7		4.3%				兵庫県		184,947,718		355,337,215		540,284,933		0		51,669		51,669		540,233,264		540,233

		奈良県		118,089		1,353,837		87,226		87.5		0.9%				奈良県		47,238,899		70,850,426		118,089,325		0		0		0		118,089,325		118,089

		和歌山県		69,614		954,258		72,951		73.2		0.5%				和歌山県		27,849,172		41,764,995		69,614,167		0		0		0		69,614,167		69,614

		鳥取県		38,647		561,175		68,868		69.1		0.3%				鳥取県		15,452,819		23,194,421		38,647,240		0		0		0		38,647,240		38,647

		島根県		49,068		679,324		72,231		72.5		0.4%				島根県		19,623,799		29,444,254		49,068,053		0		0		0		49,068,053		49,068

		岡山県		155,288		1,903,627		81,575		81.9		1.2%				岡山県		48,839,185		106,448,430		155,287,615		0		0		0		155,287,615		155,288

		広島県		260,482		2,826,858		92,145		92.5		2.1%				広島県		79,360,033		181,121,537		260,481,570		0		0		0		260,481,570		260,482

		山口県		108,291		1,369,882		79,051		79.3		0.9%				山口県		43,322,051		64,969,080		108,291,131		0		0		0		108,291,131		108,291

		徳島県		55,223		742,505		74,374		74.6		0.4%				徳島県		22,079,501		33,143,426		55,222,927		0		0		0		55,222,927		55,223

		香川県		79,707		981,280		81,228		81.5		0.6%				香川県		31,880,289		47,826,877		79,707,166		0		0		0		79,707,166		79,707

		愛媛県		98,821		1,369,131		72,178		72.4		0.8%				愛媛県		39,516,157		59,304,377		98,820,534		0		0		0		98,820,534		98,821

		高知県		49,578		709,230		69,904		70.2		0.4%				高知県		19,825,298		29,752,826		49,578,124		0		0		0		49,578,124		49,578

		福岡県		434,983		5,129,841		84,795		85.1		3.4%				福岡県		125,689,290		309,293,290		434,982,580		0		0		0		434,982,580		434,983

		佐賀県		57,955		823,810		70,350		70.6		0.5%				佐賀県		23,185,212		34,770,209		57,955,421		0		0		0		57,955,421		57,955

		長崎県		92,073		1,350,769		68,163		68.4		0.7%				長崎県		36,833,869		55,238,793		92,072,662		0		0		0		92,072,662		92,073

		熊本県		124,631		1,769,880		70,418		70.7		1.0%				熊本県		37,197,826		87,433,294		124,631,120		0		0		0		124,631,120		124,631

		大分県		81,227		1,151,229		70,557		70.8		0.6%				大分県		32,492,459		48,734,825		81,227,284		0		0		0		81,227,284		81,227

		宮崎県		71,324		1,095,903		65,082		65.3		0.6%				宮崎県		28,523,927		42,799,913		71,323,840		0		0		0		71,323,840		71,324

		鹿児島県		105,839		1,630,146		64,926		65.2		0.8%				鹿児島県		42,317,413		63,521,399		105,838,812		0		170		170		105,838,642		105,839

		沖縄県		102,608		1,481,547		69,258		69.5		0.8%				沖縄県		41,050,667		61,557,752		102,608,419		0		0		0		102,608,419		102,608

		合　計		12,667,263		127,138,033		99,634		100.0		100.0%				合　計		4,471,049,362		8,199,125,289		12,670,174,651		2,859,898		51,839		2,911,737		12,667,262,914		12,667,263



				東京都		最大値 サイダイ チ		163,894		164.5		17.9%						4,471,049,362		8,199,125,289		12,670,174,651		2,859,898		51,839		2,911,737		12,667,262,914		12,667,263

				秋田県		最小値 サイショウチ		63,343		63.6		0.3%

						最大/最小 サイダイ サイショウ		2.59		2.59		59.67						0		0		0		0		0		0		0		0

								2.6		2.6		59.7

				12,667,263		127,138,033

																		ERROR:#REF!		0.1659173437



全ての数字を更新済み。

完成！！





★【完成】通常版（譲与税含まない）



		令和２年度 レイワ ネンド												 

		都道府県 トドウフケン		利子割 リシ ワリ		配当割 ハイトウ ワリ		株譲割 カブ ジョウ ワリ



		北海道		69.9		35.5		37.3

		青森県		55.9		24.9		25.2

		岩手県		53.5		28.1		27.4

		宮城県		50.4		49.0		47.6

		秋田県		55.9		28.1		32.8

		山形県		71.1		35.6		42.3

		福島県		65.6		47.0		45.8

		茨城県		74.2		71.3		85.9

		栃木県		71.5		70.4		70.0

		群馬県		81.3		73.3		77.2

		埼玉県		78.9		88.1		91.1

		千葉県		84.4		105.7		111.2

		東京都		194.5		202.2		203.9

		神奈川県		71.9		127.5		130.2

		新潟県		69.1		63.2		61.0

		富山県		97.3		87.3		85.1

		石川県		87.5		67.4		72.4

		福井県		99.2		88.1		88.5

		山梨県		79.3		63.2		74.3

		長野県		77.0		68.8		69.7

		岐阜県		100.0		79.0		79.7

		静岡県		90.6		82.8		97.0

		愛知県		115.2		142.9		116.8

		三重県		103.1		100.9		94.8

		滋賀県		107.4		83.2		92.6

		京都府		87.9		127.2		122.9

		大阪府		132.0		119.8		117.4

		兵庫県		118.4		140.2		139.8

		奈良県		145.7		160.7		153.0

		和歌山県		110.9		90.8		89.1

		鳥取県		87.5		60.6		57.6

		島根県		104.7		49.0		45.3

		岡山県		94.9		86.9		82.4

		広島県		108.2		85.9		73.7

		山口県		148.0		68.8		66.8

		徳島県		109.4		129.7		111.2

		香川県		148.0		104.2		90.0

		愛媛県		113.7		62.7		73.4

		高知県		157.8		54.6		58.4

		福岡県		59.8		63.1		71.1

		佐賀県		75.0		39.2		38.7

		長崎県		48.0		36.0		39.8

		熊本県		51.6		37.8		45.0

		大分県		65.2		39.2		40.6

		宮崎県		39.5		30.9		29.8

		鹿児島県		53.1		28.8		32.8

		沖縄県		32.8		21.9		23.7

		全国 ゼンコク		100.0		100.0		100.0



		最大 サイダイ		東京都		東京都		東京都

		最小 サイショウ		沖縄県		沖縄県		沖縄県

		最大/最小 サイダイ サイショウ		5.9		9.2		8.6

		税収(兆円) ゼイシュウ チョウ エン		0.0		0.2		0.2



		税収(百万円) ゼイシュウ ヒャクマン エン		32,540		152,195		176,263



利子割

利子割	









北海道	青森県	岩手県	宮城県	秋田県	山形県	福島県	茨城県	栃木県	群馬県	埼玉県	千葉県	東京都	神奈川県	新潟県	富山県	石川県	福井県	山梨県	長野県	岐阜県	静岡県	愛知県	三重県	滋賀県	京都府	大阪府	兵庫県	奈良県	和歌山県	鳥取県	島根県	岡山県	広島県	山口県	徳島県	香川県	愛媛県	高知県	福岡県	佐賀県	長崎県	熊本県	大分県	宮崎県	鹿児島県	沖縄県	全国	69.900000000000006	55.9	53.5	50.4	55.9	71.099999999999994	65.599999999999994	74.2	71.5	81.3	78.900000000000006	84.4	194.5	71.900000000000006	69.099999999999994	97.3	87.5	99.2	79.3	77	100	90.6	115.2	103.1	107.4	87.9	132	118.4	145.69999999999999	110.9	87.5	104.7	94.9	108.2	148	109.4	148	113.7	157.80000000000001	59.8	75	48	51.6	65.2	39.5	53.1	32.799999999999997	100	



配当割	











北海道	青森県	岩手県	宮城県	秋田県	山形県	福島県	茨城県	栃木県	群馬県	埼玉県	千葉県	東京都	神奈川県	新潟県	富山県	石川県	福井県	山梨県	長野県	岐阜県	静岡県	愛知県	三重県	滋賀県	京都府	大阪府	兵庫県	奈良県	和歌山県	鳥取県	島根県	岡山県	広島県	山口県	徳島県	香川県	愛媛県	高知県	福岡県	佐賀県	長崎県	熊本県	大分県	宮崎県	鹿児島県	沖縄県	全国	35.5	24.9	28.1	49	28.1	35.6	47	71.3	70.400000000000006	73.3	88.1	105.7	202.2	127.5	63.2	87.3	67.400000000000006	88.1	63.2	68.8	79	82.8	142.9	100.9	83.2	127.2	119.8	140.19999999999999	160.69999999999999	90.8	60.6	49	86.9	85.9	68.8	129.69999999999999	104.2	62.7	54.6	63.1	39.200000000000003	36	37.799999999999997	39.200000000000003	30.9	28.8	21.9	100	



株譲割	









北海道	青森県	岩手県	宮城県	秋田県	山形県	福島県	茨城県	栃木県	群馬県	埼玉県	千葉県	東京都	神奈川県	新潟県	富山県	石川県	福井県	山梨県	長野県	岐阜県	静岡県	愛知県	三重県	滋賀県	京都府	大阪府	兵庫県	奈良県	和歌山県	鳥取県	島根県	岡山県	広島県	山口県	徳島県	香川県	愛媛県	高知県	福岡県	佐賀県	長崎県	熊本県	大分県	宮崎県	鹿児島県	沖縄県	全国	37.299999999999997	25.2	27.4	47.6	32.799999999999997	42.3	45.8	85.9	70	77.2	91.1	111.2	203.9	130.19999999999999	61	85.1	72.400000000000006	88.5	74.3	69.7	79.7	97	116.8	94.8	92.6	122.9	117.4	139.80000000000001	153	89.1	57.6	45.3	82.4	73.7	66.8	111.2	90	73.400000000000006	58.4	71.099999999999994	38.700000000000003	39.799999999999997	45	40.6	29.8	32.799999999999997	23.7	100	



株式等譲渡所得割

個人住民税における人口一人当たりの税収額の指数（令和２年度決算額）

※上段の「最大／最小」は、各都道府県ごとの人口１人当たり税収額の最大値を最小値で割った数値であり、下段の数値は、税目ごとの税収総額である。

配当割

最大／最小：５．９倍

最大／最小：８．６倍

最大／最小：９．２倍



【利子割】

		令和２年度個人住民税 レイワ ネンド ド コジン ジュウミンゼイ														令和２年度個人住民税

				税目 ゼイモク		住民基本台帳人口		人口１人当たりの税額				全国に占める ゼンコク シ				都 道 府 県														個人住民税 コジン ジュウミンゼイ		単位変更 タンイ ヘンコウ

		都 道 府 県		利子割 リシ ワリ		R2.1.1現在		利子割				割合 ワリアイ						都道府県税 トドウフケン ゼイ		市町村税 シチョウソン ゼイ		合計① ゴウケイ		都道府県税 トドウフケン ゼイ		市町村税 シチョウソン ゼイ		合計② ゴウケイ		（超過分を除く） チョウカブン ノゾ

				(百万円)				税額(円)		指　数								利子割 リシ ワリ												①－②(千円） センエン		(百万円） ヒャクマン エン

		北海道		941		5,267,762		179		69.9		2.9%				北海道		941,324				941,324						0		941,324		941

		青森県		182		1,275,783		143		55.9		0.6%				青森県		182,130				182,130						0		182,130		182

		岩手県		169		1,235,517		137		53.5		0.5%				岩手県		169,217				169,217						0		169,217		169

		宮城県		296		2,292,385		129		50.4		0.9%				宮城県		296,389				296,389						0		296,389		296

		秋田県		141		985,416		143		55.9		0.4%				秋田県		140,732				140,732						0		140,732		141

		山形県		197		1,082,296		182		71.1		0.6%				山形県		197,467				197,467						0		197,467		197

		福島県		316		1,881,981		168		65.6		1.0%				福島県		316,369				316,369						0		316,369		316

		茨城県		554		2,921,436		190		74.2		1.7%				茨城県		554,187				554,187						0		554,187		554

		栃木県		360		1,965,516		183		71.5		1.1%				栃木県		360,466				360,466						0		360,466		360

		群馬県		410		1,969,439		208		81.3		1.3%				群馬県		409,778				409,778						0		409,778		410

		埼玉県		1,494		7,390,054		202		78.9		4.6%				埼玉県		1,493,635				1,493,635						0		1,493,635		1,494

		千葉県		1,365		6,319,772		216		84.4		4.2%				千葉県		1,365,092				1,365,092						0		1,365,092		1,365

		東京都		6,897		13,834,925		498		194.5		21.2%				東京都		6,896,640				6,896,640						0		6,896,640		6,897

		神奈川県		1,693		9,209,442		184		71.9		5.2%				神奈川県		1,693,230				1,693,230						0		1,693,230		1,693

		新潟県		395		2,236,042		177		69.1		1.2%				新潟県		395,219				395,219						0		395,219		395

		富山県		263		1,055,999		249		97.3		0.8%				富山県		262,714				262,714						0		262,714		263

		石川県		256		1,139,612		224		87.5		0.8%				石川県		255,797				255,797						0		255,797		256

		福井県		198		780,053		254		99.2		0.6%				福井県		198,062				198,062						0		198,062		198

		山梨県		168		826,579		203		79.3		0.5%				山梨県		167,814				167,814						0		167,814		168

		長野県		411		2,087,307		197		77.0		1.3%				長野県		410,940				410,940						0		410,940		411

		岐阜県		520		2,032,490		256		100.0		1.6%				岐阜県		520,305				520,305						0		520,305		520

		静岡県		861		3,708,556		232		90.6		2.6%				静岡県		861,390				861,390						0		861,390		861

		愛知県		2,231		7,575,530		295		115.2		6.9%				愛知県		2,231,318				2,231,318						0		2,231,318		2,231

		三重県		478		1,813,859		264		103.1		1.5%				三重県		478,180				478,180						0		478,180		478

		滋賀県		391		1,420,948		275		107.4		1.2%				滋賀県		391,380				391,380						0		391,380		391

		京都府		572		2,545,899		225		87.9		1.8%				京都府		572,287				572,287						0		572,287		572

		大阪府		2,994		8,849,635		338		132.0		9.2%				大阪府		2,994,476				2,994,476						0		2,994,476		2,994

		兵庫県		1,681		5,549,568		303		118.4		5.2%				兵庫県		1,681,055				1,681,055						0		1,681,055		1,681

		奈良県		505		1,353,837		373		145.7		1.6%				奈良県		504,687				504,687						0		504,687		505

		和歌山県		271		954,258		284		110.9		0.8%				和歌山県		271,163				271,163						0		271,163		271

		鳥取県		126		561,175		224		87.5		0.4%				鳥取県		125,585				125,585						0		125,585		126

		島根県		182		679,324		268		104.7		0.6%				島根県		182,147				182,147						0		182,147		182

		岡山県		462		1,903,627		243		94.9		1.4%				岡山県		462,292				462,292						0		462,292		462

		広島県		784		2,826,858		277		108.2		2.4%				広島県		783,925				783,925						0		783,925		784

		山口県		519		1,369,882		379		148.0		1.6%				山口県		519,220				519,220						0		519,220		519

		徳島県		208		742,505		280		109.4		0.6%				徳島県		208,264				208,264						0		208,264		208

		香川県		371		981,280		379		148.0		1.1%				香川県		371,480				371,480						0		371,480		371

		愛媛県		399		1,369,131		291		113.7		1.2%				愛媛県		398,690				398,690						0		398,690		399

		高知県		286		709,230		404		157.8		0.9%				高知県		286,202				286,202						0		286,202		286

		福岡県		782		5,129,841		153		59.8		2.4%				福岡県		782,384				782,384						0		782,384		782

		佐賀県		158		823,810		192		75.0		0.5%				佐賀県		157,941				157,941						0		157,941		158

		長崎県		166		1,350,769		123		48.0		0.5%				長崎県		165,738				165,738						0		165,738		166

		熊本県		234		1,769,880		132		51.6		0.7%				熊本県		234,409				234,409						0		234,409		234

		大分県		193		1,151,229		167		65.2		0.6%				大分県		192,685				192,685						0		192,685		193

		宮崎県		111		1,095,903		101		39.5		0.3%				宮崎県		110,667				110,667						0		110,667		111

		鹿児島県		221		1,630,146		136		53.1		0.7%				鹿児島県		221,067				221,067						0		221,067		221

		沖縄県		124		1,481,547		84		32.8		0.4%				沖縄県		124,194				124,194						0		124,194		124

		合　計		32,540		127,138,033		256		100.0		100.0%				合　計		32,540,333				32,540,333						0		32,540,333		32,540



				東京都		最大値 サイダイ チ		498		194.5		21.2%						32,540,333		0		32540333		0		0		0		32540333		32540.333

				沖縄県		最小値 サイショウチ		84		32.8		0.3%

						最大/最小 サイダイ サイショウ		5.93		5.93		70.67						0		0		0		0		0		0		0		0

								5.9		5.9		70.7

				32,540		127,138,033

																		ERROR:#REF!		ERROR:#DIV/0!



全ての数字を更新済み。

完成！！




【配当割】

		令和２年度個人住民税 レイワ ネンド ド コジン ジュウミンゼイ														令和２年度個人住民税

				税目 ゼイモク		住民基本台帳人口		人口１人当たりの税額				全国に占める ゼンコク シ				都 道 府 県														個人住民税 コジン ジュウミンゼイ		単位変更 タンイ ヘンコウ

		都 道 府 県		配当割 ハイトウ ワリ		R2.1.1現在		配当割				割合 ワリアイ						都道府県税 トドウフケン ゼイ		市町村税 シチョウソン ゼイ		合計① ゴウケイ		都道府県税 トドウフケン ゼイ		市町村税 シチョウソン ゼイ		合計② ゴウケイ		（超過分を除く） チョウカブン ノゾ

				(百万円)				税額(円)		指　数								配当割 ハイトウ ワリ												①－②(千円） センエン		(百万円） ヒャクマン エン

		北海道		2,239		5,267,762		425		35.5		1.5%				北海道		2,239,321				2,239,321						0		2,239,321		2,239

		青森県		381		1,275,783		298		24.9		0.3%				青森県		380,741				380,741						0		380,741		381

		岩手県		416		1,235,517		336		28.1		0.3%				岩手県		415,701				415,701						0		415,701		416

		宮城県		1,344		2,292,385		586		49.0		0.9%				宮城県		1,343,678				1,343,678						0		1,343,678		1,344

		秋田県		332		985,416		336		28.1		0.2%				秋田県		331,565				331,565						0		331,565		332

		山形県		461		1,082,296		426		35.6		0.3%				山形県		461,029				461,029						0		461,029		461

		福島県		1,057		1,881,981		562		47.0		0.7%				福島県		1,057,343				1,057,343						0		1,057,343		1,057

		茨城県		2,492		2,921,436		853		71.3		1.6%				茨城県		2,492,465				2,492,465						0		2,492,465		2,492

		栃木県		1,658		1,965,516		843		70.4		1.1%				栃木県		1,657,588				1,657,588						0		1,657,588		1,658

		群馬県		1,727		1,969,439		877		73.3		1.1%				群馬県		1,727,388				1,727,388						0		1,727,388		1,727

		埼玉県		7,786		7,390,054		1,054		88.1		5.1%				埼玉県		7,786,110				7,786,110						0		7,786,110		7,786

		千葉県		7,994		6,319,772		1,265		105.7		5.3%				千葉県		7,994,192				7,994,192						0		7,994,192		7,994

		東京都		33,477		13,834,925		2,420		202.2		22.0%				東京都		33,476,564				33,476,564						0		33,476,564		33,477

		神奈川県		14,051		9,209,442		1,526		127.5		9.2%				神奈川県		14,051,204				14,051,204						0		14,051,204		14,051

		新潟県		1,693		2,236,042		757		63.2		1.1%				新潟県		1,693,062				1,693,062						0		1,693,062		1,693

		富山県		1,104		1,055,999		1,045		87.3		0.7%				富山県		1,103,643				1,103,643						0		1,103,643		1,104

		石川県		920		1,139,612		807		67.4		0.6%				石川県		919,851				919,851						0		919,851		920

		福井県		823		780,053		1,055		88.1		0.5%				福井県		822,997				822,997						0		822,997		823

		山梨県		625		826,579		756		63.2		0.4%				山梨県		624,580				624,580						0		624,580		625

		長野県		1,719		2,087,307		823		68.8		1.1%				長野県		1,718,875				1,718,875						0		1,718,875		1,719

		岐阜県		1,922		2,032,490		946		79.0		1.3%				岐阜県		1,922,237				1,922,237						0		1,922,237		1,922

		静岡県		3,675		3,708,556		991		82.8		2.4%				静岡県		3,674,844				3,674,844						0		3,674,844		3,675

		愛知県		12,952		7,575,530		1,710		142.9		8.5%				愛知県		12,952,232				12,952,232						0		12,952,232		12,952

		三重県		2,192		1,813,859		1,208		100.9		1.4%				三重県		2,191,969				2,191,969						0		2,191,969		2,192

		滋賀県		1,416		1,420,948		996		83.2		0.9%				滋賀県		1,415,500				1,415,500						0		1,415,500		1,416

		京都府		3,878		2,545,899		1,523		127.2		2.5%				京都府		3,878,271				3,878,271						0		3,878,271		3,878

		大阪府		12,687		8,849,635		1,434		119.8		8.3%				大阪府		12,687,005				12,687,005						0		12,687,005		12,687

		兵庫県		9,311		5,549,568		1,678		140.2		6.1%				兵庫県		9,310,566				9,310,566						0		9,310,566		9,311

		奈良県		2,604		1,353,837		1,923		160.7		1.7%				奈良県		2,603,963				2,603,963						0		2,603,963		2,604

		和歌山県		1,038		954,258		1,087		90.8		0.7%				和歌山県		1,037,654				1,037,654						0		1,037,654		1,038

		鳥取県		407		561,175		725		60.6		0.3%				鳥取県		407,099				407,099						0		407,099		407

		島根県		398		679,324		586		49.0		0.3%				島根県		398,280				398,280						0		398,280		398

		岡山県		1,980		1,903,627		1,040		86.9		1.3%				岡山県		1,979,972				1,979,972						0		1,979,972		1,980

		広島県		2,905		2,826,858		1,028		85.9		1.9%				広島県		2,904,622				2,904,622						0		2,904,622		2,905

		山口県		1,127		1,369,882		823		68.8		0.7%				山口県		1,127,343				1,127,343						0		1,127,343		1,127

		徳島県		1,153		742,505		1,553		129.7		0.8%				徳島県		1,153,017				1,153,017						0		1,153,017		1,153

		香川県		1,223		981,280		1,247		104.2		0.8%				香川県		1,223,168				1,223,168						0		1,223,168		1,223

		愛媛県		1,027		1,369,131		750		62.7		0.7%				愛媛県		1,026,520				1,026,520						0		1,026,520		1,027

		高知県		464		709,230		654		54.6		0.3%				高知県		464,111				464,111						0		464,111		464

		福岡県		3,875		5,129,841		755		63.1		2.5%				福岡県		3,874,618				3,874,618						0		3,874,618		3,875

		佐賀県		387		823,810		469		39.2		0.3%				佐賀県		386,756				386,756						0		386,756		387

		長崎県		582		1,350,769		431		36.0		0.4%				長崎県		582,122				582,122						0		582,122		582

		熊本県		800		1,769,880		452		37.8		0.5%				熊本県		800,313				800,313						0		800,313		800

		大分県		539		1,151,229		469		39.2		0.4%				大分県		539,389				539,389						0		539,389		539

		宮崎県		406		1,095,903		370		30.9		0.3%				宮崎県		405,568				405,568						0		405,568		406

		鹿児島県		562		1,630,146		345		28.8		0.4%				鹿児島県		561,747				561,747						0		561,747		562

		沖縄県		388		1,481,547		262		21.9		0.3%				沖縄県		387,802				387,802						0		387,802		388

		合　計		152,195		127,138,033		1,197		100.0		100.0%				合　計		152,194,585				152,194,585						0		152,194,585		152,195



				東京都		最大値 サイダイ チ		2,420		202.2		22.0%						152,194,585		0		152194585		0		0		0		152194585		152194.585

				沖縄県		最小値 サイショウチ		262		21.9		0.2%

						最大/最小 サイダイ サイショウ		9.24		9.23		110.00						0		0		0		0		0		0		0		0

								9.2		9.2		110.0

				152,195		127,138,033

																		ERROR:#REF!		ERROR:#DIV/0!



全ての数字を更新済み。

完成！！




【株譲割】

		令和２年度個人住民税 レイワ ネン ド コジン ジュウミンゼイ														令和２年度個人住民税

				税目 ゼイモク		住民基本台帳人口		人口１人当たりの税額				全国に占める ゼンコク シ				都 道 府 県														個人住民税 コジン ジュウミンゼイ		単位変更 タンイ ヘンコウ

		都 道 府 県		株譲割 カブ ジョウ ワリ		R2.1.1現在		株譲割				割合 ワリアイ						都道府県税 トドウフケン ゼイ		市町村税 シチョウソン ゼイ		合計① ゴウケイ		都道府県税 トドウフケン ゼイ		市町村税 シチョウソン ゼイ		合計② ゴウケイ		（超過分を除く） チョウカブン ノゾ

				(百万円)				税額(円)		指　数								株譲割 カブ ジョウ ワリ												①－②(千円） センエン		(百万円） ヒャクマン エン

		北海道		2,723		5,267,762		517		37.3		1.5%				北海道		2,723,023				2,723,023						0		2,723,023		2,723

		青森県		446		1,275,783		349		25.2		0.3%				青森県		445,841				445,841						0		445,841		446

		岩手県		470		1,235,517		380		27.4		0.3%				岩手県		469,767				469,767						0		469,767		470

		宮城県		1,514		2,292,385		660		47.6		0.9%				宮城県		1,513,870				1,513,870						0		1,513,870		1,514

		秋田県		447		985,416		454		32.8		0.3%				秋田県		447,290				447,290						0		447,290		447

		山形県		634		1,082,296		586		42.3		0.4%				山形県		634,160				634,160						0		634,160		634

		福島県		1,195		1,881,981		635		45.8		0.7%				福島県		1,194,785				1,194,785						0		1,194,785		1,195

		茨城県		3,480		2,921,436		1,191		85.9		2.0%				茨城県		3,479,738				3,479,738						0		3,479,738		3,480

		栃木県		1,906		1,965,516		970		70.0		1.1%				栃木県		1,905,595				1,905,595						0		1,905,595		1,906

		群馬県		2,106		1,969,439		1,070		77.2		1.2%				群馬県		2,106,423				2,106,423						0		2,106,423		2,106

		埼玉県		9,328		7,390,054		1,262		91.1		5.3%				埼玉県		9,327,667				9,327,667						0		9,327,667		9,328

		千葉県		9,741		6,319,772		1,541		111.2		5.5%				千葉県		9,740,644				9,740,644						0		9,740,644		9,741

		東京都		39,094		13,834,925		2,826		203.9		22.2%				東京都		39,093,761				39,093,761						0		39,093,761		39,094

		神奈川県		16,621		9,209,442		1,805		130.2		9.4%				神奈川県		16,620,671				16,620,671						0		16,620,671		16,621

		新潟県		1,889		2,236,042		845		61.0		1.1%				新潟県		1,889,253				1,889,253						0		1,889,253		1,889

		富山県		1,245		1,055,999		1,179		85.1		0.7%				富山県		1,244,944				1,244,944						0		1,244,944		1,245

		石川県		1,143		1,139,612		1,003		72.4		0.6%				石川県		1,143,239				1,143,239						0		1,143,239		1,143

		福井県		957		780,053		1,226		88.5		0.5%				福井県		956,509				956,509						0		956,509		957

		山梨県		851		826,579		1,030		74.3		0.5%				山梨県		851,058				851,058						0		851,058		851

		長野県		2,017		2,087,307		966		69.7		1.1%				長野県		2,016,843				2,016,843						0		2,016,843		2,017

		岐阜県		2,246		2,032,490		1,105		79.7		1.3%				岐阜県		2,246,112				2,246,112						0		2,246,112		2,246

		静岡県		4,989		3,708,556		1,345		97.0		2.8%				静岡県		4,988,921				4,988,921						0		4,988,921		4,989

		愛知県		12,264		7,575,530		1,619		116.8		7.0%				愛知県		12,264,137				12,264,137						0		12,264,137		12,264

		三重県		2,383		1,813,859		1,314		94.8		1.4%				三重県		2,383,344				2,383,344						0		2,383,344		2,383

		滋賀県		1,823		1,420,948		1,283		92.6		1.0%				滋賀県		1,823,216				1,823,216						0		1,823,216		1,823

		京都府		4,335		2,545,899		1,703		122.9		2.5%				京都府		4,334,826				4,334,826						0		4,334,826		4,335

		大阪府		14,394		8,849,635		1,627		117.4		8.2%				大阪府		14,394,264				14,394,264						0		14,394,264		14,394

		兵庫県		10,755		5,549,568		1,938		139.8		6.1%				兵庫県		10,754,705				10,754,705						0		10,754,705		10,755

		奈良県		2,872		1,353,837		2,121		153.0		1.6%				奈良県		2,871,821				2,871,821						0		2,871,821		2,872

		和歌山県		1,178		954,258		1,235		89.1		0.7%				和歌山県		1,178,075				1,178,075						0		1,178,075		1,178

		鳥取県		449		561,175		799		57.6		0.3%				鳥取県		448,566				448,566						0		448,566		449

		島根県		426		679,324		628		45.3		0.2%				島根県		426,413				426,413						0		426,413		426

		岡山県		2,174		1,903,627		1,142		82.4		1.2%				岡山県		2,174,072				2,174,072						0		2,174,072		2,174

		広島県		2,886		2,826,858		1,021		73.7		1.6%				広島県		2,885,882				2,885,882						0		2,885,882		2,886

		山口県		1,268		1,369,882		926		66.8		0.7%				山口県		1,267,995				1,267,995						0		1,267,995		1,268

		徳島県		1,144		742,505		1,541		111.2		0.6%				徳島県		1,144,022				1,144,022						0		1,144,022		1,144

		香川県		1,225		981,280		1,248		90.0		0.7%				香川県		1,224,951				1,224,951						0		1,224,951		1,225

		愛媛県		1,394		1,369,131		1,018		73.4		0.8%				愛媛県		1,393,526				1,393,526						0		1,393,526		1,394

		高知県		575		709,230		810		58.4		0.3%				高知県		574,664				574,664						0		574,664		575

		福岡県		5,057		5,129,841		986		71.1		2.9%				福岡県		5,056,526				5,056,526						0		5,056,526		5,057

		佐賀県		442		823,810		536		38.7		0.3%				佐賀県		441,732				441,732						0		441,732		442

		長崎県		746		1,350,769		552		39.8		0.4%				長崎県		745,611				745,611						0		745,611		746

		熊本県		1,105		1,769,880		624		45.0		0.6%				熊本県		1,104,691				1,104,691						0		1,104,691		1,105

		大分県		648		1,151,229		563		40.6		0.4%				大分県		648,131				648,131						0		648,131		648

		宮崎県		452		1,095,903		413		29.8		0.3%				宮崎県		452,210				452,210						0		452,210		452

		鹿児島県		741		1,630,146		455		32.8		0.4%				鹿児島県		741,089				741,089						0		741,089		741

		沖縄県		488		1,481,547		329		23.7		0.3%				沖縄県		487,964				487,964						0		487,964		488

		合　計		176,263		127,138,033		1,386		100.0		100.0%				合　計		176,262,547				176,262,547						0		176,262,547		176,263



				東京都		最大値 サイダイ チ		2,826		203.9		22.2%						176,262,547		0		176262547		0		0		0		176262547		176262.547

				沖縄県		最小値 サイショウチ		329		23.7		0.2%

						最大/最小 サイダイ サイショウ		8.59		8.60		111.00						0		0		0		0		0		0		0		0

								8.6		8.6		111.0

				176,263		127,138,033

																		ERROR:#REF!		ERROR:#DIV/0!



全ての数字を更新済み。

完成！！
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令和４年度与党税制改正大綱（抄）

第一 令和４年度税制改正の基本的考え方

２．経済社会の構造変化を踏まえた税制の見直し

（１） 個人所得課税のあり方

② 私的年金等に関する公平な税制のあり方

働き方やライフコースが多様化する中で、老後の生活に備えるための支援について、働き方によって

有利・不利が生じない公平な税制を構築することが、豊かな老後生活に向けた安定的な資産形成の助

けとなると考えられる。

こうした観点から、令和３年度税制改正大綱では、私的年金等の拠出・給付段階の課税について、雇

用の流動性や経済成長との整合性なども踏まえ、税制が老後の生活や資産形成を左右しない仕組みと

するべく、諸外国の例も参考に給与・退職一時金・年金給付の間の税負担のバランスを踏まえた姿とす

る必要性について指摘した。私的年金や退職給付のあり方は、個人の生活設計にも密接に関係するこ

となどを十分に踏まえながら、拠出・運用・給付の各段階を通じた適正かつ公平な税負担を確保できる

包括的な見直しに向けて、例えば各種私的年金の共通の非課税拠出枠や従業員それぞれに私的年金

等を管理する個人退職年金勘定を設けるといった議論も参考にしながら、老後に係る税制について、あ

るべき方向性や全体像の共有を深めながら、具体的な案の検討を進めていく。

なお、高所得者層において、所得に占める金融所得等の割合が高いことにより、所得税負担率が低

下する状況がみられるため、これを是正し、税負担の公平性を確保する観点から、金融所得に対する課

税のあり方について検討する必要がある。その際、一般投資家が投資しやすい環境を損なわないよう十

分に配慮しつつ、諸外国の制度や市場への影響も踏まえ、総合的な検討を行う。

令和３年１２月１０日
自 由 民 主 党
公 明 党
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経済財政運営と改革の基本方針2022 について（抄）

第２章 新しい資本主義に向けた改革

１．新しい資本主義に向けた重点投資分野

（「貯蓄から投資」のための「資産所得倍増プラン」）

我が国の個人金融資産2,000 兆円のうち、その半分以上が預金・現金で保有されている。投資

による資産所得倍増を目指して、ＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）の抜本的拡充や、高齢者に向け

たiDeCo（個人型確定拠出年金）制度の改革、国民の預貯金を資産運用に誘導する新たな仕組

みの創設など、政策を総動員し、貯蓄から投資へのシフトを大胆・抜本的に進める。これらを含め

て、本年末に総合的な「資産所得倍増プラン」を策定する。その際、家計の安定的な資産形成に

向けて、金融リテラシーの向上に取り組むとともに、家計がより適切に金融商品の選択を行えるよ

う、将来受給可能な年金額等の見える化、デジタルツールも活用した情報提供の充実や金融商

品取引業者等による適切な助言や勧誘・説明を促すための制度整備を図る。

令 和 ４ 年 ６ 月 ７ 日
閣 議 決 定

8

※ 金融所得課税の強化についての記載は見当たらない。



令和４年度税制改正
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令和２年度個人住民税検討会報告書（抄）

第２ 上場株式の配当所得等への課税方式の選択

６ まとめ

上場株式の配当所得等に対して、所得税と個人住民税とで異なる課税方式を選択することにより、結果と

して、個人住民税だけでなく社会保険料等にも影響を及ぼしていることについては、公平性の観点から課

題があると言える。

こうした公平性の課題は税制への不信感に繋がるだけでなく、少子高齢化が進展し、社会保障関係経費

が増加していくなかで、社会保障制度の持続可能性にも影響を与える恐れがある。

これまでの配当所得等に対する課税に係る改正経緯を踏まえつつ、こうした状況に対応していくためには、

改めて配当所得等への課税のあり方について検討を行った上で、包括的所得概念の考え方に立って、所

得税と個人住民税とで所得を一致させる観点から、将来的には、課税方式を一致させる方向で見直しを行

うことも考えられる。

ただし、こうした見直しを進める場合には、現行制度上、課税方式を選択できることとなっている納税者の

自由を制限することとなるため、そうした納税者の理解を得られるよう、慎重に検討していくことが必要である。

10



上場株式等の配当所得等に係る課税方式（令和４年度改正）

○ 改正前の制度においては、所得税と個人住民税において異なる課税方式の選択が可能。

○ このため、国民健康保険等の他制度における影響を考慮して、所得税で総合課税、個人住民税
で申告不要を選択するケースがある。

○ 金融所得課税は、所得税と個人住民税が一体として設計されてきたことなどを踏まえ、公平性の
観点から、所得税と個人住民税の課税方式を一致させることとする。

※ 令和６年１月１日施行。

【具体例（改正前）】 1０万円の配当所得がある国民健康保
険加入者の事例

所得税 個人住民税

申告不要
所得税15%

（源泉徴収で課税関係が終了）

総合課税
累進税率－配当控除

申告不要
個人住民税５％

（特別徴収で課税関係が終了）

総合課税
個人住民税10％－配当控除

改 正 前

国民健康保険料

影響なし

＋ 10,000円

※ 国民健康保険料等の負担額は個人住民税における総所得金
額をもとに計算される。国民健康保険料率は10％と仮定。

※ 課税総所得金額195万円超330万円以下の場合の所得税の
税率は10％（復興特別所得税は勘案していない。）。

※ 配当控除は、所得税においては10％、個人住民税において
は2.8％（課税総所得金額1,000万円以下の場合）。

※ 上場株式等の配当所得等については、上記の申告不要及び総合課税に加え、
申告分離課税が選択可能。

※ 上場株式等の譲渡所得等については、申告不要と申告分離課税の選択が可能。

※課税総所得金額195万円超330万円以下の場合

所得税 個人住民税

申告不要

税額 15,000円

総合課税

税額 ０円

改 正 後
所得税 個人住民税

申告不要
所得税15%

（源泉徴収で課税関係が終了）

総合課税
累進税率－配当控除

申告不要
個人住民税５％

（特別徴収で課税関係が終了）

総合課税
個人住民税10％－配当控除

総合課税

税額 7,200円

申告不要

税額 5,000円
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（金融所得課税の一元化）

・ 経済界としても一元化の促進は要望している。デリバティブを含む金融所得課税のさらなる一

元化については、短期的に課題となってくるものと考えている。

・ 複雑であるので、一元化を推進すべきである。中小企業の活力強化という観点からも、中小・

ベンチャー企業等への資金調達の円滑化を図る効果が期待できる。

（金融所得課税の税負担の公平性）

・ 金融所得の一体課税について、所得が１億円を超えると実効税率が下がる状況があり、問題

視している。多額の株式譲渡所得を得た場合などには、個人住民税の税率を上げることも検討

すべきではないか。

・ 一般的には高所得者に課税するべきだという話がある一方、金融所得課税については、ス

タートアップ企業を増やす動きがある中で、その意欲を削いでしまうのではないかという議論が

ある。また、コロナ禍においても、株式市場自体はそれなりに株価が高いところで推移している

中で、税率を上げると株式市場を冷え込ませるのではないかという懸念もある。

・ 経済界においては、税率を上げることで金融資産が海外に逃げる恐れがあるため、税率を高く

すべきではないと主張する声があるが、所得における税負担の割合について、高所得者におい

ては低くなっているという状況は適正とはいえないのではないか。

（金融所得課税の税率）

・ 個人的に金融所得課税の税率は他国と比べて低過ぎるのではないかと思うが、金融所得の税

率だけを一律に高くすべきではなく、他の所得への課税状況を踏まえる必要があることから、金

融所得課税の累進税率化についての検討も必要ではないか。

・ 一律に税率を高くすることは、現在、申告不要を選択している多くの低所得者層に高い税率を

課すことになる可能性があるため、丁寧に検討していく必要がある。

・ 金融所得に応じて累進税率化をする場合、源泉徴収で申告不要を選択した金融所得について

は、技術的にどのように紐づけをして課税することとなるのか。 12

（参考）令和３年度個人住民税検討会における意見



（国と地方の税収配分）

・ 所得税と個人住民税の最低税率を比較して金融所得課税の税率についての議論を行うことも

できるのではないか。また、税収の帰属地の問題について、本社所在地や保有者の住所地に帰

属させると、偏在は起こってしまうのではないか。

・ 国と地方の税率については、現在は15対５とされているところではあるが、地方分権推進の観

点から、12対８ということでも良いのではないか。

（課税方法、納税地）

・ 金融所得課税は、地方税としても位置づけられているので、国からの譲与税とすることに葛藤

はある。譲与税とする場合においては、人口割とするのか、財政需要面を基礎とするのかという

議論が生じるのではないか。マイナンバーカードの取得も広がっており、住所地課税もできるの

ではないか。

・ 金融所得課税について、所得税においては源泉地によることとされており、個人住民税は住所

地課税とされているが、法人の所在地で源泉徴収して、その自治体の税収とすることとしても良

いのではないか。ただし、東京に集中することとなるため、理論的には法人所在地としても、所得

税と同じ理論とするのか、そうではないのかということを考えることが必要。

13

（参考）令和３年度個人住民税検討会における意見



個人住民税における二地域居住の論点について

自治税務局市町村税課

資料４

令和４年７月15日



所得割

標準税率（年額）

市町村民税 3,500円

道府県民税 1,500円

標準税率

市町村民税 ６％

道府県民税 ４％

均等割

株式等譲渡所得割

非課税限度額を上回る者に定額の負担を求めるもの

納税義務者（※）の所得金額に応じた税額の負担を求めるもの（一律１０％）
（※）非課税限度額の制度あり

配当割利子割

個人住民税

個人住民税の概要

※指定都市に住所を有する者は、道府県民税２％・市民税８％となる。

○ 個人住民税は、地域社会の費用の負担を住民が広く分かち合う「地域社会の会費」的な性

格を有する税であり、１月１日に住所を有する者に対し、当該住所地団体が課税するもの。

○ 市町村内に家屋敷を有する個人で、当該市町村に住所を有しない者には、均等割が課税さ

れる。
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地方への人の流れと地方税について（経済財政諮問会議での議論）

令和２年10月６日
経済財政諮問会議
柳川議員提出資料
（柳川範之東京大学教授）

令和２年10月23日
経済財政諮問会議
民間議員提出資料

新しい流れをつくるための追加改革提案

柳川範之

民間議員ペーパーの議論に加えて、以下の点を提起したい。

・オンラインを活用した大学教育改革
オンラインであれば、定員の制約なし入試のあり方を変革可能
地方にいても低所得でも、トップレベルの大学教育を受けるチャンスに
社会に出て仕事をしてから、大学教育を受ける学び直しができる
入試の結果ではなく、卒業に意味のある大学へ

・大企業の経営陣に「よそ者」「若者」を大幅に参加させる
そのための「働き方改革」「コーポレートガバナンス改革」
多様な人材が新たな経営戦略を生む
そのために、中途採用者・女性・外国人の割合を増やす
その結果として地方や中小企業へ、大きな人の流れを作り出す

・より実態に沿った地方納税のあり方
居住実態を登録・把握することで、それに合った地方納税を可能に
例えば週末に居住する自治体への部分的な地方税納税はできないか

「新しい人の流れ」の創出で経済に活力を
2020 年10 月 23 日

竹森俊平
中西宏明
新浪剛史
柳川範之

２．早急に取組むべき重点課題
（４）地方への人の流れを拡大するための受け皿づくり等
①デジタル活用を通じた地方の医療・介護・教育サービスの強化
● 地方と都会のデジタル教育格差の是正が不可欠。この１年間の

小中高校での利活用状況調査を行い、課題を検証し、教員免許の
在り方や現行規制を見直すべき。

● 大学によるリカレント教育の活性化に向けて、オンラインを大胆に
可能とするよう単位上限や施設等の基準を見直し、履修しやすい仕
組みの構築等を進めるべき。

● オンライン診療の恒久化とともに、マイナンバーカードを活用して
一人ひとりが、予防・健康づくりから診療・服薬まで検査情報を含め
て、オンライン・デジタルで管理ができるようにして、二地域居住や
多地域就業をより利便性が高いものにすべき。

● 二次医療圏を軸にした高度医療体制の強化、社会福祉法人の大
規模化やＩＴ基盤活用等を通じた介護サービスの充実、休眠預金の
利活用を通じた共助社会の強化を推進すべき。

● 二地域居住を前提とした地方税の在り方、義務教育・高校教育
の在り方を検討するなど、人の流れを作り出す自治体を後押しすべ
き。
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民間議員からの提言に関する考え方 参考資料

【二地域居住を前提とした地方税の在り方について】
○ 個人住民税の一部を住所地以外の団体に納付する方式について、平成19年度に総務省の研究会で検討したが、
「住所地以外の地方団体に個人住民税の課税権を法的に根拠付けることはできない」と結論付けられたことから、
寄附金税制を応用する形で「ふるさと納税制度」が創設されている。

○ 多地域居住を行う場合に、この「ふるさと納税制度」を活用することにより、個人住民税の一部を実質的に
当該居住先の地方団体に移転させることが可能となっている。
※ 個人住民税は、１月１日時点の住所地である地方団体が課税しているが、仮に、居住実態に応じて複数の団体が課税することと
した場合、強制性を伴う課税の根拠となる居住実態をどのように正確に把握するのか、市町村の課税実務が極めて複雑となる、
特別徴収を行う企業の負担 が増えるといった課題がある。また、複数の住所を認定することとした場合には、税のみならず、
住民票や選挙など様々な制度との関係についても慎重な議論が必要。

令和２年10月23日経済財政諮問会議
武田大臣説明資料（抜粋）
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「ふるさと納税研究会報告書」（平成19年10月）（抜粋）

総括（本文・抄）
２．わかりやすく、使いやすい仕組みを目指して
（２） 寄附金税制の進化

「ふるさと納税」をあくまで「税」の分割として考えると、そこには多くの理論的、制度的障害が横たわる。税は法律によっ
て徴税当局に課税権が保障されるが、居住地以外の地方団体に強制性を伴う課税権を認めることは難しく、また、個人
住民税として考える場合、受益と負担の原則に反するなど理論的に困難な問題ある。

本論（ポイント・抄）
２．「税」を分割する方式の可能性

（１）受益と負担
・ 住所地の地方団体に課税される納税者と住所地以外の地方団体との間で受益と負担の関係を説明することが
困難である以上、住所地以外の地方団体に個人住民税の課税権を法的に根拠付けることはできない。

（２）課税権
・ 地方団体が、当該地方団体との間に現時点において何ら関わりのない者に対して条例の効力を及ぼし、税を課
することはできないと考えられる。

（３）租税の強制性
・ 租税の強制性に照らせば、納税者の意思により「税」の納付先を任意に選べる仕組みは、強制性を本質とする
「税」とは相容れないもの。

（４）住民間の公平性
・ 「ふるさと納税」を選択した者と住所地の地方団体に全額納税した者との間での公平性が論点となる。

平成19年度における個人住民税を分割することに関する論点

○ 平成19年度に行われていた「ふるさと納税研究会」の報告書においては、以下の４つ
の点（本論２の(1)～(4)）から、税を分割して納税することは困難であるとされた。

4



＜設立趣旨＞
我が国においては、近年、都市住民の地方への関心が高まっているとともに、国民の価値観、ライフスタイルが多様

化してきている。その中で、二地域居住は、地方での豊かな自然・生活環境、自己実現、地域コミュニティへの参加や
社会参画・協働、ふるさと回帰等への志向に応えるとともに、地域活性化が図られるという意義を有し、いわば人生を
２倍楽しむ豊かな暮らし方として提唱され、普及促進、実践されてきている。
加えて、今般の新型コロナウィルス感染症を契機として、働き方、生き方、住まい方が大きく変わろうとしている。

例えば、国民の地方への関心が一層高まってきているとともに、ICT技術の進展とも相まって、テレワークの導入等の働
き方改革がより進展しつつある。このため、今後のウィズ/ポストコロナ社会にあっては、テレワーク等を前提として地
方に就労を含む生活の主な拠点を移し、都市との関わりも副次的に残すという、いわゆる新しい生活様式に沿った新た
な二地域居住が可能となり、より二地域居住が進展、拡大することが期待される。
このような状況のもと、二地域居住等(※)を促進することは、人の流れを生むとともに、東京一極集中の是正はもち

ろん、地方創生、関係人口の拡大にも資する極めて重要な課題であり、この機を逃さず、関係省庁、関係地方公共団体、
関係団体・事業者等が連携して、国民的な運動として取り組んでいく必要がある。
そこで、二地域居住等の推進に係る様々な施策や事例等の情報の交換・共有や発信、課題の整理や対応策の検討・提

言等を行うことにより、一層の二地域居住等の普及促進と機運の向上を図ることを目的として、この度、全国的な組織
として「全国二地域居住等促進協議会」を設立することとする。

※ 二地域居住は、必ずしも定型の定義があるわけではなく、最近では、主な生活拠点とは別の特定の地域に生活拠点
（ホテル等も含む。）をもうけ、旅行や年末年始の帰省、出張先といった一時的ではなく、年間通算して概ね1カ月
以上の期間を過ごすことをいうとするものや定性的に一定期間以上とするものがみられる。これまでは、どちらかと
いえば都市での生活を主とするものと観念されてきたが、今般の新しい生活様式に沿った新たな二地域居住は、地方
や郊外での生活が主となり都市との関わりも一定程度あるという形態であることから、そうした形態にも着目し対応
するべく、ここでは二地域居住等という用語を用いることとする。なお、これにより、三地域以上の居住形態も含ま
れる。

全国二地域居住等促進協議会 （令和3年3月9日設立）

○協議会の構成
正会員 二地域居住等の促進に意欲のある地方公共団体（都道府県・市区町村）
協力会員 関係団体、民間事業者等
顧問 二地域居住等に造詣の深い学識経験者等

○会長・副会長
会 長 長野県 （知事：阿部 守一）
副会長 和歌山県田辺市（市長：真砂 充敏）

栃木県那須町（町長：平山 幸宏）

○協力
国土交通省、内閣官房・内閣府、総務省、農林水産省

※参加地方団体
（令和４年６月１日現在）
42道府県、664市町村
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なぜいま「二地域居住」が注目されているの？

「二地域居住」に興味を持つ、取り組む人が確実に増えているようです。

メディアなどでも目や耳にすることも増えたのではないでしょうか？

ここでは二地域居住が注目される理由について、データを交えてご紹介します。

「地方暮らし」＾の関心の高まり

東京圏に暮らす方々に聞いた「地方暮らしへ
の関心度」の調査では、東京圏在住者(20~
59歳）の49.8％が 「地方暮らし」に関心を持
っていること、地方圏出身者の方か東刊劃出
身者よりも関心が高いこと、全体的に若者の
方が関心を持っていることなどが伺えます。

意向あり贋と意向なし層の出現率
全体＝10000s地方lllt!1身＝2492s東京Ill出身＝7508s

全体 lllllmlll 50.2% 

言ー 38.3%

雪7 - 54.1% 
（％） 0 20 40 60 80 100 

■ 意畷り 意向なし
出典／内閣官房まち・ひと・l.,ごと創生元岬亨務局l束京は以外の地域（地方圏）てで溢らし」
の·行鰤把握するためのWEBアンケー心職（令和2年1月）

コロナ禍以降の二地域居住への関心の高まり

二地域居住を考えたきっかけと新型コロナウイルス感染拡大の関係については、テレワークや在宅
時間が増加したことで興味を持ったという回答が多くなっています。

多拠点居住を考えたきっかけと新型コロナウイルス感染拡大の関係
複腸幽n=950

なぜいま「二地域居住」が注目されているの？

テレワーク実施率の上昇

コロナ禍以降、全国では21.5%、東京都23
区では4割以上の方々がテレワークを経験し
ています。

（出典）内閣肘l新型コロナウイルヌ感染症の影響下における土活且み・
行動の変化に閑する調査」(2020'平12月11日～12月17日にインタ
ーネッH貰査を実施）

新梨ュロナの環境で、テレワークなどの柔軟な働き方が
可能になったため、多拠点居住に興味をもった 嘔董逗

新型コロナの環塊で在宅時間が増え、よりよい住環均 l 

生活したいと思ったため、多拠点居住に興味をもっf:—tIIM 

新型コロナの環境で、都市部の生活に魅力を
感じなくなったため、多拠点居住に興味をもっf--4t珈

新型コロナの環焼で収入が減ったため、家貫~ � | 

亡二：；
：

き；；；こ；；；；；；； 276% | 

テレワーク実施率を時系列に見ると、全国的
に2019年から2020年で伸びており、東京
圏、中でも特に東京都の伸び率が高くなって
います。
テレワークに関する企業の取祖が進み、国民
の意識行動も変化している中で、「場所を問
わない暮らし」が現実的になったことから、
地方に目が向く機会が増えたといえます。

テレワーク実施率n�l0,128

全国一 21.5↓

東京23区

束京圏

地方胴一14.9%

0 10 2
1
0 

35.0% 
30.0% 
25.0% 
20.0% 
15.0% 
10.0% 
5.0% 
0.0% 

42.8% 

33．知

(%) 
30 40 50 

勤務地別のテレワーク実施率の推移

全国 ...東京Ill -+-東京都

(%) 
0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 

出典／リク）レ— 卜「地方移住および多拠点居住の考え方についてのアンケーH駐記l逍直期瀾：2021年8月10日～18日）

2017 2018 2019 2020 
（出典）mifベージ9ク調査・三夏は‘合研究所・2017-202びE（各年6月実施）

二地域居住を助けるサー ビスがより身近なものに

近年、定額制居住サー ビスをはじめとして、生活の拠点を設けるための費用を軽減できるサー ビ
ス、自由に住み替えることを可能にするサー ビスが増えています。そのようなサービスが浸透しつ
つあり、二地域居住を気軽に始められる土壌が整ってきています。

定額制の住まい 定額制の交通 シェアオフィス ・ テレワ ーク施設

:｀
： 髪羹 □ 

-

―

『

一

-

―

 

t

一

5
 

6

二地域居住ハンドブック（令和４年３月　第１版）国土交通省作成（抜粋）
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第２章 新しい資本主義に向けた改革

２．社会課題の解決に向けた取組

（３）多極化・地域活性化の推進

（関係人口の拡大と個性をいかした地域づくり）

関係人口の創出・拡大や二地域・多地域居住、地方でテレワークを活用することによ

る「転職なき移住」の推進に向け、関係人口の実態把握とふるさと納税等の地域の取組

の後押し、地方企業や地域人材との交流・連携の促進、全国版空き家・空き地バンクの

活用、空き家や企業版ふるさと納税の活用等によるサテライトオフィスの整備等を進め

る。地域への人材還流を促進するため、地域おこし協力隊等自治体への人的支援の充実

やまちづくりの中核となる経営人材の国内100地域への展開に取り組むとともに、「デ

ジタル人材地域還流戦略パッケージ」に基づき、地域企業への人材マッチング支援等を

行う。地域の稼ぐ力の向上に向け、産学金官連携により地域の経済循環を担う地域密着

型企業の立ち上げ等を促進する。

経済財政運営と改革の基本方針2022 について（抄）

令 和 ４ 年 ６ 月 ７ 日
閣 議 決 定
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デジタル田園都市国家構想基本方針の全体像

デジタル実装
を通じて、
地域の社会課
題解決・魅力
向上の取組を、
より高度・効
率的に推進

【今後の進め方】
〇デジタル田園都市国家構想総合戦略（仮称）の策定（まち・ひと・しごと創生総合戦略の改訂）
・国は、2024年度までの地方創生の基本的方向を定めたまち・ひと・しごと創生総合戦略を抜本的に改訂し、構想の中長期的な基本的方向を提示するデジタル田園都市国家構想総合戦略(仮称)を策定。
・地方公共団体は、新たな状況下で目指すべき地域像を再構築し、地方版総合戦略を改訂し、具体的な取組を推進。国は、様々な施策を活用して地方の取組を支援。

【取組方針】

デジタルは地方の社会課題を解決するための鍵であり、新しい価値を生み出す源泉。今こそデジタル田園都市国家構想の旗を掲げ、デジタルインフラを急速に整備し、官民
双方で地方におけるデジタルトランスフォーメーション（DX）を積極的に推進。

 デジタル田園都市国家構想は「新しい資本主義」の重要な柱の一つ。地方の社会課題を成長のエンジンへと転換し、持続可能な経済社会の実現や新たな成長を目指す。
 構想の実現により、地方における仕事や暮らしの向上に資する新たなサービスの創出、持続可能性の向上、Well-beingの実現等を通じて、デジタル化の恩恵を国民や事業

者が享受できる社会、いわば「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指す。これにより、東京圏への一極集中の是正を図り、地方から全国へとボトムアッ
プの成長を推進する。

 国は、基本方針を通じて、構想が目指すべき中長期的な方向性を提示し、地方の取組を支援。特に、データ連携基盤の構築など国が主導して進める環境整備に積極的に取
り組む。地方は、自らが目指す社会の姿を描き、自主的・主体的に構想の実現に向けた取組を推進。

【基本的な考え方～「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指して～】

 デジタルの力を活用した地方の社会課題解決
（2024年度末までにデジタル実装に取り組む地方公共団体1000団体達成）

①地方に仕事をつくる
スタートアップ・エコシステムの確立、中小・中堅企業DX（キャッシュレス決済、シェアリングエコノミー等）、スマート農林水産業、
観光DX、地方大学を核としたイノベーション創出等

②人の流れをつくる
「転職なき移住」の推進（2024年度末までにサテライトオフィス等を地方公共団体1000団体に設置）、オンライン関係人口の創出・
拡大、二地域居住等の推進、サテライトキャンパス等

③結婚・出産・子育ての希望をかなえる
母子オンライン相談、母子健康手帳アプリ、子どもの見守り支援等

④魅力的な地域をつくる
GIGAスクール・遠隔教育（教育DX）、遠隔医療、ドローン物流、自動運転、MaaS、インフラ分野のDX、3D都市モデル整備・活用、
文化芸術DX、防災DX等

⑤地域の特色を活かした分野横断的な支援
デジタル田園都市国家構想交付金による支援、スマートシティ関連施策の支援（地域づくり・まちづくりを推進するハブとなる
経営人材を国内100地域に展開） 等

☆解決すべき地方の社会課題

・人口減少・少子高齢化
※出生率 1.45(2015年)→1.33(2020年)
※生産年齢人口 7,667万人(2016年)

→7,450万人(2021年)

・過疎化・東京圏への一極集中
※東京圏転入超過数 80,441人(2021年)

・地域産業の空洞化
※都道府県別労働生産性格差

最大1.5倍(2018年) 等

脱炭素先行地域スマートシティ・スーパーシティ 「デジ活」中山間地域 未来都市産学官協創都市

（構想の実現に向けた地域ビジョンの提示） 地方の取組を促すため、構想を通じて実現する地域ビジョンを提示。

MaaS実装地域

 デジタル田園都市国家構想を支えるハード・ソフトのデジタル基盤整備
2030年度末までの5Gの人口カバー率99％達成、全国各地で十数か所の地方データセンター拠点を５年程度で整備、2027年度末までに光ファイバの世帯カバー率99.9％達成、
日本周回の海底ケーブル（デジタル田園都市スーパーハイウェイ）を2025年度末までに完成など、「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」の実行等を通じてデジタル基盤整備を推進。
①デジタルインフラの整備 ②マイナンバーカードの普及促進・利活用拡大 ③データ連携基盤の構築
④ICTの活用による持続可能性と利便性の高い公共交通ネットワークの整備 ⑤エネルギーインフラのデジタル化

 デジタル人材の育成・確保

デジタル推進人材について、2026年度末までに230万人育成。「デジタル人材地域還流戦略パッケージ」に基づき、人材の地域への還流を促進。
「女性デジタル人材育成プラン」に基づく取組を推進。
①デジタル人材育成プラットフォームの構築 ②職業訓練のデジタル分野の重点化 ③高等教育機関等におけるデジタル人材の育成 ④デジタル人材の地域への還流促進

 誰一人取り残されないための取組

2022年度に２万人以上で「デジタル推進委員」の取組をスタートし、今後更なる拡大を図るなど、誰もがデジタルの恩恵を享受できる「取り残されない」デジタル社会を実現。
①デジタル推進委員の展開 ②デジタル共生社会の実現 ③経済的事情等に基づくデジタルデバイドの是正 ④利用者視点でのサービスデザイン体制の確立
⑤「誰一人取り残されない」社会の実現に資する活動の周知・横展開
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２－１．構想実現に向けた取組方針（デジタルの力を活用した地方の社会課題解決）

①地方に仕事をつくる

②人の流れをつくる

〇 地方が経済的に自立するため、地域を支える産業の振興や起業を促し、活発な経済活動を確立することが不可欠。
〇 デジタル技術の活用を図りつつ、地方のイノベーションを生む多様な人材・知・産業の集積を促し、自らの力で稼ぐ地域を
作り出すことが重要。

（主な施策）
【スタートアップエコシステムの確立】
ベンチャー投資や社会的投資の拡充・強化、大学・高専等との連携 等

【中小・中堅企業DX】
中小企業等のDXの伴走型支援、キャッシュレス決済・シェアリングエコノ
ミーの推進 等

【スマート農林水産業・食品産業】
農機等の遠隔操作、農作業の軽労化、食品産業との連携強化 等

【観光DX】
観光アプリの活用、決済データを活用したマーケティングへの支援 等

【地方大学を核としたイノベーション創出】
地方大学を核とした産学官連携、オープンイノベーションの促進 等

【地方と海外を含めた他地域とのつながりの強化】
中小企業等の海外展開が自律的に拡大する仕組みの構築 等

◎重要業績評価指標（KPI）
・地方公共団体1000団体が2024年度末までにデジタル実装に取り組む
・2024年度末までにサテライトオフィス等を地方公共団体1000団体に設置

・地域づくり・まちづくりを推進するハブとなる経営人材を国内100地域に展開

〇 地方活性化を目指すために一定程度以上の人口を地方で維持することが重要。
〇 都会から地方への人の流れを生み出し、にぎわいの創出や地域の取組を支える担い手の確保を図ることが不可欠。

（主な施策）
【「転職なき移住」の推進など地方への人材の還流】
地方創生に資するテレワーク（地方創生テレワーク）の推進、企業版ふる
さと納税等を活用したサテライトオフィス整備 等

【関係人口の創出・拡大、二地域居住等の推進】
オンライン関係人口の創出・拡大、地方への移住・就業に対する支援、二
地域居住の推進 等

【地方大学・高校の魅力向上】
地方大学の振興、地方へのサテライトキャンパスの設置推進、産学官の
連携による地域産業振興・雇用創出、高校の機能強化 等

【女性に選ばれる地域づくり】
女性活躍に向けた意識改革や働きかけ、女性の起業支援などの取組の横
展開 等
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個人住民税の非住所地に係る均等割課税（いわゆる「家屋敷課税」）について

現行制度
市町村内に住所を有しない個人であっても、当該市町村内に事務所、事業所又は家屋敷を有する者

は、個人住民税均等割の納税義務を負う。

（１） 納税義務者

① 道府県民税：都道府県内に家屋敷等を有する個人で、当該家屋敷を有する市町村内に住所を有しない者

② 市町村民税：市町村内に家屋敷等を有する個人で、当該市町村内に住所を有しない者

（２） 税率

① 道府県民税：年額1,500円

② 市町村民税：年額3,500円
※ 東日本大震災を契機として、緊急に地方団体が実施する防災の施策に要する
費用の財源を確保するため、平成26年度から令和５年度までの間、標準税率が
年1,000円（市町村民税500円、道府県民税500円）引き上げられている。

（３） 非住所地に係る均等割課税（以下「家屋敷課税」という。）の対象

① 事務所、事業所
事業の必要から設けられた人的及び物的設備であって、

そこで継続して事業が行われる場所
（自己の所有に属するものであるか否かを問わない。）

② 家屋敷
自己又は家族の居住の用に供する目的で、住所地以外の場所に

設けられた独立性のある住宅
※ 例：単身赴任中に家族が住む住宅等

（１） 納税義務者数：218,844人
（２） 税収額（推計）：約11.9億円 ※令和３年度課税状況調の市町村民税の金額（7.7億円）を元に推計。

家屋敷課税の課税状況（令和３年度当初課税）

Ｂ市
住所地

Ａ市
家屋敷等所在地

均等割の額 ＝ Ａ市分（家屋敷課税）＋ Ｂ市分
＝ ５，０００円 ＋ ５，０００円
＝ １０，０００円
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（二地域居住における納税）

・ 二地域居住について、ふるさと納税で対応しているとのことだが、今後、単身赴任者の居住

地など複数の場所に住むことを考える余地は増加すると思う。

・ 住所地以外への納税については、個人住民税の公共サービスの対価や地域の会費という性

格上、今後も考えていく必要があるのではないか。

・ 二地域居住における課税は、将来的な検討課題であると考える。今後は競争の時代であり、

自治体同士でも税の取り合いをすることがあるという割り切り方もあるかもしれないが、合理的

な考え方は必要ではないか。

・ 現行法では、住所を有する所で課税されるため住民票がある自治体となるが、所得税におい

ては生活の拠点によって住所を判断するため、争いになり得る。そのため、２つの自治体が課

税することも理論的にはあり得るのではないか。そのような場合に、地方税法においてどのよう

な対応を取るのか考えておくことが必要。

・ １年間のうち２か所に数か月ずつ住んでいるのであれば、２か所に納税することが理想だと

考える。

・ 応益性の観点から、課税は検討できるが、簡素の観点から納税先を複数に分散させる方法

は望ましくないのではないか。

（課税事務の課題）

・ 居住地について、生活の本拠地に正しく住民票を置いてもらえれば、課税事務もスムーズに

なり、現年課税もうまくいくのではないか。別荘を持っている納税者や、単身赴任をしている納

税者については、課税事務が難しくなっている。

（参考）令和３年度個人住民税検討会における意見
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（ふるさと納税の意義）

・ 今後更に増加していく中で、自治体間の税収の取り合いだけでなく、国と地方との関係につい

ても考えておくべき論点があるのではないか。一方で、ふるさと納税は、コロナ禍や自然災害に

よって困っている方を助けるための寄附を行うという、これまで日本になかった文化を後押しして

いる良い面もある。

・ 熱海の土砂災害において義援金として活用されるなど、納税者にも新しい感覚が生まれたこと

は良いことであると思うが、ふるさと納税の使途については、再度考えることが必要ではないか。

・ 税額控除ではなく所得控除にするべきではないか。災害時の寄附は良いことだとは思うが、義

援金としてふるさと納税を行うことによって元々納めるべき税金から控除することには違和感を

覚える。

（返礼品の課題）

・ 地場産品などが少ない地域や関東圏の市町村において、収入が見込みにくいことがあり、自

治体によって不公平感があるように見えるため、今後のあり方を気にしている。

・ 返礼品目当てのふるさと納税の課題は引き続きあるが、指定制度になったことで一定程度改

善されていると思う。

・ 返礼品の調達費用部分は収入にはならず、納税者に流れてしまうところはデメリットだと思うが、

返礼割合を制限し、法律に明記したことは評価できる点である。

（参考）令和３年度個人住民税検討会における意見
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参考資料
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２．わかりやすく、使いやすい仕組みを目指して
（２） 寄附金税制の進化

「ふるさと納税」をあくまで「税」の分割として考えると、そこには多くの理論的、制度的障害が横たわる。税は法律によっ
て徴税当局に課税権が保障されるが、居住地以外の地方団体に強制性を伴う課税権を認めることは難しく、また、個人
住民税として考える場合、受益と負担の原則に反するなど理論的に困難な問題がある。一方、寄附金税制を応用し、進
化させれば、これらの問題をクリアできるだけでなく、納税者が「ふるさと」に貢献したいという「ふるさと納税」本来の趣旨
を円滑に実現することができる。なお、制度の具体的な検討に当たっては、納税者の負担が極力増加しないよう配慮する
こととする。

Ⅱ 制度設計の前提となる論点
２．「税」を分割する方式の可能性

次に、「ふるさと納税」制度について、住所地の地方団体に課税される納税者が、税金の一部を住所地以外の地方団体
に納付する方式、言い換えれば、「税」を分割する方式をとることが可能かどうか、以下の論点について検討する。なお、
「税」の分割の対象としては、国税の所得税も考えられるが、ここでは個人住民税を念頭に置いて検討することとする。

（１）受益と負担
個人住民税は、地方団体の歳入の中心となる地方税の中でも基幹的地位を占めており、住所地の地方団体から行

政サービスを受けている者が負担すべきもの、いわば「地域社会の会費」と位置付けられている。地方団体の行政サー
ビスのうち、教育や福祉などの対人サービスの多くは、基本的に住民に対して提供されることから、個人住民税は、地
方団体がその住民（当該団体の区域内に「住所」を有する者）に対して課税することとなっている。
「住所」を有する者の要件は、様々な定め方があり得るが、個人住民税における住所は、地方団体の課税権の帰属

を決定し、納税者の納税義務を確定する効果を有することから、課税の重複を避けるため、１箇所とされている。具体
的には、当該年度の初日の属する年の１月１日現在の個々の納税義務者の住所地の地方団体が、当該年度分の個
人住民税の課税団体とされている。
この点に関し、課税する側の論理だけでなく納税者の意思を尊重する必要があるのではないか、あるいは住所地主

義と結びついた受益者負担の原則は、人の移動が少なかった時代の税制であり見直す必要があるのではないか、と
いった意見もある。これらの意見が提起する問題意識はそれ自体大きな意味があるが、他方、住所地の地方団体に課
税される納税者と住所地以外の地方団体との間で受益と負担の関係を説明することが困難である以上、住所地以外
の地方団体に個人住民税の課税権を法的に根拠付けることはできない。

（参考）ふるさと納税研究会報告書（平成19年10月）（抄）

本論

総括
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また、子どもや高齢者の世代が地方の豊かな環境の中で多くの行政サービスを受けて生活している一方で、税は、
働き盛りの世代が数多く移り住んだ大都市圏に支払われるというギャップが生まれているとの現状認識に基づき、生涯
を通じた行政サービスと税負担をバランスさせる考え方をとるべきとの意見も提起された。その背景には、地方圏で生
まれ教育を受けた人材が、進学・就職を契機に大都市圏に移り住み、活躍し、定年後にふるさとなどに戻り生活すると
いう循環が我が国の活力を支えており、このシステムを維持しなければ、地方が疲弊するばかりか、都市も含めた我が
国社会の発展そのものが大きく阻害される恐れがあるという問題意識がある。

しかし、受益と負担の対応関係については、基本的に両者が時間的に近接していることが求められ、地方団体の行
政サービスを賄うために必要な財源は、基本的にその時点において当該地方団体から受益している者により負担され
るべきものである。その意味では、例えば、納税者が過去に地方団体から受けた教育サービスなどの受益に対する負
担は、既に親の世代の納税などにより果たされているものと考えられる。

以上より、生涯を通じた受益と負担のバランスをとるという考え方は、住所地以外の地方団体が課税する直接の法
的根拠とすることは困難であるが、人の移動が頻繁になり、生涯を通じた長い時間軸における受益と負担の関係を踏
まえた税制のあり方を検討する必要性が高まっていることに鑑みれば、「ふるさと納税」制度の創設の必要性を裏付け
る有力な論拠になり得るものと考えられる。

（２）課税権
（１）で述べたとおり、個人住民税は、地方団体がその区域内に住所を有する者に対して行政サービスを提供している

ことに着目し、受益と負担の関係に基づいて地方団体が課税しているものである。このため、住所地以外の地方団体に
個人住民税の課税権を法的に根拠付けることはできない。また、過去の居住の事実に基づいて、過去の居住地の地方
団体に課税権を認めることも困難である。
ここでいう管轄とは、場所的な概念にとどまるものではなく、地方団体の事務・利益に関わるものという意味であるが、

いずれにせよ、地方団体が、当該地方団体との間に現時点において何ら関わりのない者に対して条例の効力を及ぼし、
税を課することはできないと考えられる。

（３）租税の強制性
租税は、国や地方団体が、私的部門で生産された国民・住民の富の一部を公共サービスの資金の調達のために、

強制的に国家・地方団体の手に移す手段である。その裏付けとなる租税法は、多数の納税義務者の財産権に関わり、
納税者相互間の公平の維持が必要なことから、個々人の意思に関わらず画一的に取り扱わなければならない強行法
の性質を持っている。

このような租税の強制性に照らせば、納税者の意思により「税」の納付先を任意に選べる仕組みは、強制性を本質と
する「税」とは相容れないものである。主要先進諸国においても、このような税制を有する国は見当たらない。

（参考）ふるさと納税研究会報告書（平成19年10月）（抄）
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（４）住民間の公平性
個人住民税の一部を分割して他の地方団体に対し納税することとした場合、「ふるさと納税」を選択した者と住所地

の地方団体に全額納税した者との間での公平性が論点となる。同額の所得を有する者が、同一の地方団体の区域内
に居住し、その行政サービスを受けているにも関わらず、住所地の地方団体に納付する個人住民税の金額が異なるこ
ととなることは許容されるのかという議論である。

この論点は、税制上、何らかの特別の措置を創設する場合には常に問題となり得るものであるが、その特別の措置
を通じて実現しようとする政策の合理性と当該措置自体の有効性を勘案し、公平性の侵害の程度が一定の範囲内にと
どまる限りにおいては、許容され得るものと考えられている。具体的に「ふるさと納税」を検討するに当たっては、住所地
の地方団体に納税されるべき税額がどの程度の割合まで減少することを許容するかという形で問題となる。したがって、
この論点は、「税」を分割する方式自体を否定するものではなく、「税」を分割する方式をとる場合に固有の問題ではな
いが、「寄附金」税制を応用する方式をとる場合（後出）においても考慮しなければならない問題である。
以上の検討から、「ふるさと納税」について、「税」を分割する方式は、とり得ないと考えられる。

（５）「寄附金」税制を応用する可能性
前述のように、「ふるさと納税」について、「税」を分割する方式はとり得ないが、「ふるさと」の地方団体に対し寄附を

行った場合に税負担を軽減する措置を講ずるという「寄附金」税制を応用する方式をとることとすれば、以下のとおり、
「税」を分割する方式における問題点はクリアされると考えられる。
（１）の受益と負担の関係については、寄附は個人の自由意思に基づくものであり、受益に対する負担という性格を有

するものでないことから、寄附者が地方団体に寄附を行う時点で当該地方団体からの受益があるかどうかは問題とはな
らないこと

（２）の課税権との関係については、寄附は、課税権に基づく課税に応じた納税とは異なることから、寄附先となる地方
団体に寄附者に対する課税権が認められるかどうかはそもそも問題とはならないこと

（３）の租税の強制性との関係については、寄附は任意性を本質とするものであり、そもそも問題とはならないこと
なお、（４）の住民間の公平性については、「寄附金」税制方式による場合であっても、税負担の軽減による住民間の

公平性の侵害の程度が許容される範囲内に収まるよう、税負担の軽減の程度を設定することが求められる。

（参考）ふるさと納税研究会報告書（平成19年10月）（抄）
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 （令和４年度）第１回 個人住民税検討会議事概要 

１ 日 時 令和４年７月15日(金)15時00分～17時00分  

２ 場 所 合同庁舎２号館 低層棟101会議室 

３ 出席者 林座長、石田委員、板橋委員、齊藤委員、坂巻委員、中村委員、平井

委員、山内委員、吉本委員、江口委員（代理出席）、小畑委員（代理

出席） 

４ 議事次第 

（１）開会

（２）個人住民税における金融所得課税について

（３）個人住民税における二地域居住の論点について

（４）閉会

５ 議事の経過 

○ 議題「個人住民税における金融所得課税について」に関して、総務省からの説

明の後、意見交換が行われた。

○ 議題「個人住民税における二地域居住の論点について」に関して、総務省から

の説明の後、意見交換が行われた。

（「個人住民税における金融所得課税について」に関する主な意見等） 

○ 課税方式について

・ 個人所得課税における金融所得の取扱いについては、所得税において分離課

税を採用しているために、現在の仕組みになっているものと考える。将来的

には、所得税・個人住民税ともに、全て総合課税とするのがよいのではない

か。

・ 以前から「貯蓄から投資へ」といわれており、外国の企業を呼び込みやすい

ようにするためにも、分離課税は基本的に維持すべき。ただし、「１億円の

壁」の問題もあることから、配当所得については、現行のとおり低率の分離

課税とし、譲渡所得のうち特に大口株主が保有している株式や多額の譲渡益

については、総合課税とすることも考えられるか。

・ 令和４年度税制改正において、所得税と個人住民税の上場株式等の配当等に

係る課税方式が一致されるよう改正されたことについては、公平性の観点か

ら歓迎している。
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○ 課税地について 

・ 銀行口座については、住所地で作る者は一定数存在するものの、勤務地で作

る者も多く、後者の場合は金融機関所在地と住所地とは合致していないので

はないか。 

・ 個人所得課税は居住地課税と源泉地課税とに整理される。源泉地課税は源泉

地の判定が困難な面がある一方、住所地課税はシンプルで執行コストを抑え

ることができるという面がある。 

・ 利子割について、金融機関所在地が課税することとされているが、個人住民

税は、応益負担の観点から住所地課税に統一すべきではないか。課税実務上

の観点から金融機関所在地課税としているに過ぎないので、よりよいやり方

があれば、いつでも変更可能ではないか。 

 

○ 税率について 

・ 高所得者ほど所得に占める株式譲渡益の割合が大きく、そのために負担率が

低くなっているというのはそのとおりだと思う。こういったことを是正して

いくことが与党税制大綱にも記載されているが、累進税率を採用していない

地方税において、所得に応じた負担率のグラフを作るとどうなるのか。 

→ 所得割の税率が10％、金融所得にかかる分離課税分の税率が５％であるた

め、給与所得を固定した場合、10％から金融所得が大きくなるにつれて５％に

漸近する形になると考えられる。 

・ 金融所得課税については、低税率の分離課税が導入されているが、「貯蓄か

ら投資へ」という動きや国際的な流れもある。税率を上げると、所得税の総

合課税との差が小さくなってしまう。また、税率引上げにより投資が滞るの

は非常に困るという声も多くあるので、市場への影響を小さくするような配

慮が必要ではないか。 

・ 高額所得者ほど税負担が小さくなるという課題はあるが、日本では海外に比

べると富裕層は多くはない。富裕層の税率を引き上げることによって、かえ

って税収を増やす効果がなかったり、外資の投資も難しくなってくるのでは

ないか。金融所得課税については、分かりやすく、シンプルで簡素なかたち

が望ましい。 

 

○ 偏在について 

・ 金融所得課税は、東京が突出して多い印象はある。利子所得については、個

人住民税とはいいつつも、担税者である預金者の住所地毎に納入することが

困難なのは、金融機関側の負担を踏まえれば理解できる。 

・ 偏在を是正することについては、全国規模でみると大事なことだが、一部の
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地方からはやめてほしいという意見が出るなど意見が割れてしまい悩ましい

問題。ある程度の偏在性についてはやむを得ないのではないか。 

・ 金融所得課税については、偏在の問題もあることから、いっそのこと、所得

税においてまとめて課税した上で、現在の利子割、配当割及び株式等譲渡所

得割の収入分については、譲与税の形で配分することも考えられるのではな

いか。また、配分する基準としては人口に応じて配分することが住民税の趣

旨に沿うこととなるのではないか。 

・ 昨年度の個人住民税検討会において、金融所得課税の偏在是正の方法として

譲与税という方法に対しては葛藤があるような意見もあったが、調整をする

ことができるものとしては譲与税方式が一つあるのではないか。 

 

○ その他 

・ 金融所得に対する課税が地方税としてどういったものと捉えられているのか

というところも検討対象としてはどうか。 

・ 金融所得について、外国の地方政府においてはどのような制度になっている

のかという点も合せて検討すべきではないか。 

 

（「個人住民税における二地域居住の論点について」に関する主な意見等） 

○ 二地域居住と税制 

・ 二地域居住において税負担を求めるということはあり得るとは思うが、選挙

権のことなども含めて全体的に考えていくことも必要ではないか。 

・ 単身赴任をしている場合、行政サービスを多く受けることとなるのは、子供

が居る側となる。行政サービスについては個人ではなく世帯で受けていると

いう感覚があり、受益と負担の関係からすると世帯課税の方が違和感がない

のではないか。 

・ 二地域居住について、世帯や夫婦で別に二つの地域で住んでいるとか、１人

で半年ずつ二つの地域で住んでいるような場合であれば、税を半分ずつ支払

うということですっきりするのではないか。 

・ 資料で紹介されている「二地域居住を推進する会」については、住んでもら

うことで、消費が発生し、過疎化が防止できるなど地域の活性化という目的

はあると思うが、個人住民税の課税関係についてはどこまで論点となってい

るのか。何が目的なのかということをもう少し理解する必要があるのではな

いか。 

・ 現在、個人住民税の計算方式が複雑になっている。今後の検討にあっては、

この様な状況を簡素化していくという視点が求められるのではないか。 

 

○ 居住実態の把握について 
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・ 二つの地域が課税するということは実際問題として難しいと思われる。今

も、住民票がない場合でも課税することができている。居住ということをど

う考えるのかということについて検討が必要ではないか。 

・ 二地域居住の実態について、出国のタイミングに１月１日を挟まないように

するということと似ている話なのではないか。生活実態については、非常に

複雑であり、その辺を踏まえながらということになるのではないか。 

・ 実態把握に係る地方団体の事務量増加に加え、特別徴収義務者の事務量増加

も懸念されるのではないか。 

・ インフラについては、人口に依存するようなものであり、人が増えればそれ

に合わせて施設を作る必要がある。そのため、居住実態をどのようにつかん

でいくのかということを考える必要があるが、居住実態の把握について、例

えば、スマートフォンを利用して、基地局をもとにある程度の居住実態の把

握ができるのではないか。 

 

○ 地方団体の事務負担について 

・ 二地域居住の動きは今後進むと考えている。現在、デジタル化も進んでいる

なかで、東京で人手不足が生じているため、東京に住みながら、地方の仕事

をしてもらうという動きもみられる。マイナンバー、マイナポータルの普及

も進んでいるが、地方団体の過度な負担になることは避けるべきではない

か。 

・ 国が制度を作り、実施していただければ対応するが、地方団体に運用を任せ

られた場合には、温度差がでるのではないか。どのような場合に負担をもと

めるのかなど整備しなければならないものが多い。 

 

○ ふるさと納税の活用 

・ 二地域居住における個人住民税については、ふるさと納税で対応するという

のが現実的なのではないか。 

・ ふるさと納税については、制度上はよろしくないかもしれないが、強制性を

強めるようなことが可能かということも含めて考えていけたらよいのではな

いか。 

 

○ 現行の家屋敷課税について 

・ 家屋敷課税については、対象者の捕捉方法が限られる中で、対象となる全て

の者に対し課税しきれているかはやや疑問があるところ。現場感触として

は、本制度に対する国民の制度理解も十分でない感触はある。 

 

○ 課税地について 
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・ 個人事業税の課税地について、住所地ではなく、事業所のあるところで徴収

すべきなのではないか。 

・ 二地域居住における個人住民税について、源泉地課税を認めるという方法が

あるのではないか。住所地で課税をする際に、税額控除によって二重課税を

調整するという方法は個人住民税で取り得るのではないか。 

・ 現在、個人住民税は１月１日の住所地で課税することとされているが、住所

地が変わることを認めると、必要経費や所得控除の分割などかなり複雑な仕

組みになるのではないか。 

・ 個人住民税を住所地課税だけとし、その上で、ふるさと納税によって税額控

除をする形としている今の仕組みは良いのではないか。 

 

（以 上） 
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